
 

はじめに 

 

介護保険制度は、介護が必要な方々を社会全体で支えるた

めの社会保障制度として平成１２年から始まり、市民の皆

様、関係団体の皆様のご協力のもと、確実に定着、発展して

きております。 

高齢者数は今後も増加し、高齢化はさらに進展していくこ

とが見込まれているなかで、本市においては、団塊の世代全

てが７５歳以上となる令和７年（２０２５年）を見据え、介

護・医療・介護予防・住まい・生活支援が一体的に提供され

る地域包括ケアシステムの深化・推進を図ってまいりました。 

団塊ジュニア世代が６５歳以上となる令和２２年（２０４０年）には、高齢者人口が

ピークを迎え、介護が必要な高齢者がさらに増加することが見込まれています。高齢者

の単独世帯や夫婦のみの世帯の増加、認知症高齢者の増加も見込まれるなど、介護サー

ビス需要が今後さらに増加・多様化することが予想されます。 

また、新型コロナウイルス感染症の流行により、社会全体の生活様式が大きく変化

し、高齢者の生活も大きな影響を受けています。その結果、高齢者の身体機能の低下や

持病の症状悪化により、要介護者や認知症高齢者が増加し、社会的なつながりが無くな

ることで、孤立状態の高齢者が増加することが考えられます。 

本計画は、「小金井しあわせプラン」の理念を実現するために策定した第2期小金井

市保健福祉総合計画の分野別計画であり、令和７年（２０２５年）及び令和２２年（２

０４０年）を見据えた計画として策定いたしました。介護保険制度が持続可能なものと

なるように、地域包括ケアシステムを支えるサービス基盤整備、介護人材の確保等につ

いて具体化するとともに、感染症対策やＩＴ機器を活用した新たな取り組みについても

具体化し、引き続き、高齢者の皆様が住み慣れた地域で心身ともに充実した生活を送る

ことができるよう努めてまいります。 

本計画の策定に当たり、アンケート調査を実施し、市民、事業者の皆様に多数のご回

答をいただきました。また、各場面で貴重なご意見及びご指摘をお寄せ下さった小金井

市介護保険運営協議会及び計画策定に関する専門委員会委員の皆様に、心から感謝申し

上げます。 

 

令和３年３月 

 

小金井市長 
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１ 計画の目的 
市の「小金井しあわせプラン（第５次小金井市基本構想・前期基本計画）」において

は、今後１０年間を見据えた「福祉と健康」についての政策の取り組み方針及び施策を定

めています。 

介護保険制度においては、いわゆる団塊の世代全てが７５歳以上となる令和7年（２０

２５年）を見据えた介護保険事業計画の策定が求められているほか、さらにはいわゆる団

塊ジュニア世代が６５歳以上となる令和２２年（２０４０年）に向けて、地域包括ケアシ

ステムを推進し、ひいては地域共生社会の実現に向けた計画策定が求められています。 

本計画は、「小金井しあわせプラン」の理念を実現するために策定した第2期小金井市

保健福祉総合計画の分野別計画であり、令和７年（２０２５年）及び令和２２年（２０４

０年）を見据えた計画として策定しました。介護保険制度が持続可能なものとなるよう

に、地域包括ケアシステムを支えるサービス基盤整備、介護人材の確保等について具体化

しています。 

 

２ 踏まえるべき背景や動向など 
本事業計画の策定にあたっては、これからの社会保障や地域包括ケアシステムの推進、

地域共生社会の実現、災害・感染症対策等、近年の社会潮流を踏まえ、市の現状と課題を

整理しながら検討します。踏まえるべき背景や動向には次のようなものがあります。 

 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

市の実情に応じた医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括

ケアシステムの推進が求められています。特に、地域の特性に応じた認知症施策や介護サ

ービス提供体制の整備等の促進、医療・介護のデータ基盤の整備の推進、介護人材の確保

及び業務効率化の取り組みの強化が求められています。 

 

（２）地域共生社会の実現 

「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」においては、２０

４０年を見据えた地域共生社会の実現が求められています。地域共生社会とは、制度・分

野ごとの「縦割り」や「支え手」、「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多

様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」

つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共につくっていく社会を目

指すものです。 

特に、制度・分野ごとの「縦割り」を解消すべく、地域住民の複雑化・複合化した支援

ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援や、社会福祉連携推進法人の創

設など社会福祉法等に基づく社会福祉基盤の整備と介護保険制度の一体的な見直しが行わ

れています。 



••••••
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４ 計画の期間 
介護保険事業計画は介護保険法により３年を1期とした作成が求められており、本事業

計画は、令和３年度（２０２１年度）から令和５年度（２０２３年度）までの３か年を計

画期間とします。 

本事業計画は、団塊の世代全てが７５歳以上の後期高齢者となり、介護が必要な高齢者

が急速に増加する令和７年（２０２５年）までを見通すとともに、団塊ジュニア世代が６

５歳以上となる令和２２年（２０４０年）までを見通した中長期的な視野に立った計画と

します。特に、施設整備や人材の確保など、早期から取り組む必要のある施策に関して、

検討を進めていきます。 

 

５ 介護保険制度改正の概要 

（１）高額介護サービス費の自己負担上限額の引き上げ 

介護保険を利用して支払った自己負担額１割（一定の所得がある方は、所得に応じて自

己負担割合が２割または３割）の合計が定められた限度額を超えたとき、超えた分が後か

ら支給される高額介護サービス費等について、今回の改正で自己負担上限額を医療保険の

高額療養費制度における負担上限額に合わせて、以下のように変更することが予定されて

います。 
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区分 自己負担上限額 

年収約 383 万円以上 770 万円未満 （変更なし）44,400 円 

年収約 770 万円以上 1,160 万円未満 44,400円⇒93,000円 

年収約 1,160 万円以上 44,400円⇒140,100円 

 

（２）負担限度額認定 

ア 資産要件の基準額の見直し 

現在、預貯金等が単身世帯の場合一律 1,000 万円以下が補足給付の対象でした

が、以下のように変更することが予定されています。 

区分 ※預貯金等 

第１段階 

（生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で住民税世帯非課税） 

（変更なし） 

1,000 万円以下 

第２段階 

（住民税世帯非課税で年金収入等が 80 万円以下） 

1,000万円以下 

⇒650万円以下 

第３段階① 

（住民税世帯非課税で年金収入等が 80 万円超 120 万円以下） 

1,000万円以下 

⇒550万円以下 

第３段階② 

（住民税世帯非課税で年金収入等が 120 万円超） 

1,000万円以下 

⇒500万円以下 

※配偶者がいる場合、預貯金等の額は1,000万円上乗せされます。 

 

イ ショートステイ及び施設での食費の自己負担額の見直し 

食費について、第２・第３段階で日額及び月額の限度額が引き上げられることが

予定されています。 

区分 ショートステイ 施設入所 

第１段階 （変更なし）日額 300 円 （変更なし）月額 9,000 円 

第２段階 日額 390 円⇒日額 600 円 （変更なし）月額 12,000 円 

第３段階① 日額 650 円⇒日額 1,000 円 （変更なし）月額 20,000 円 

第３段階② 日額 650 円⇒日額 1,300 円 月額 20,000 円⇒月額 42,000 円 

 

（３）認定期間の延長 

現在、要介護認定の更新認定に関しては、有効期間の上限は３６か月とされています

が、令和３年４月以降は、直前の要介護度と同じ要介護度と判定された方については、有

効期間の上限が４８か月に延長されることが予定されています。 
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６ 計画策定体制 

（１）計画策定に関する専門委員会 

本事業計画の策定にあたっては、介護保険並びに高齢者保健福祉に関する専門的な内容

についての検討を行うため、小金井市介護保険運営協議会に「介護保険・高齢者保健福祉

総合事業計画策定に関する専門委員会」を設置しました。小金井市介護保険運営協議会

（全体会）との合同会議を含め、６回開催し検討を行いました。 

（２）アンケート調査 

本事業計画を市民や事業者等の実態や意向等を踏まえた計画としていくために、市民や

事業所を対象にアンケート調査を実施しました。 

【実施期間】 

令和元年１１月２９日（金）～令和元年１２月２５日（水） 

【実施方法】 

原則、郵送配布・郵送回収にて実施しました。なお、在宅介護実態調査の一部は聞き取

りにて実施し、事業者調査は回答を電子データにより返送する形式としました。 

（３）パブリックコメント・市民説明会の実施 

計画素案に対し、市民からの幅広いご意見を聴取し施策に反映するために、令和２年１

１月２７日から１２月２７日までパブリックコメントを実施しました。また、市民説明会

を２回（令和２年１２月５日及び１２月９日）実施しました。 

 

 

調査名 対象 配布数 
有効 

回収数 

有効 

回収率 

介護予防・日常生活 

圏域ニーズ調査 
自立・要支援認定者 1,800 1,198 66.6% 

在宅介護実態調査 
要支援・要介護認定の更新申

請・区分変更申請者 
1,000 693 69.3% 

介護保険サービス利用 

意向調査 
要介護認定者 1,000 448 44.8% 

施設サービス利用者 

調査 

介護保険施設サービスを利用

する第1号被保険者 
200 85 42.5% 

事業者調査 

居宅介護支援、居宅介護・介

護予防事業者、施設サービス

事業者 

153 91 59.5% 

ケアマネジャー調査 
居宅介護支援事業所に在籍す

るケアマネジャー 
100 67 67.0% 
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１ 高齢者を取り巻く現状 

（１）人口 

ア 年齢３区分別人口 

市の人口は近年微増傾向が続いており、令和２年１０月１日現在 123,427 人で、

そのうち６５歳以上の高齢者人口は 26,132 人となっています。 

第８期事業計画期間中の高齢者人口は、令和３年には 26,709 人、令和４年には

26,967 人、令和５年には 27,219 人になると推計されています。 

そして、令和 7 年には、高齢者人口は 27,732 人となり、令和２２年には、高齢

者人口は 34,312 人になると推計されています。（図表１） 

 

図表 １ 年齢構成別将来人口推計 

 

 出典：市住民基本台帳（各年１０月１日時点） 

  地域別将来人口推計（地域包括ケア見える化システム）（各年１０月１日時点） 

 

  

53,643 53,872 54,135 54,225 53,991 53,761 53,296 52,669 52,133 50,838 

41,932 42,558 43,160 42,808 43,004 43,201 43,593 42,661 40,765 38,888 

25,592 25,840 26,132 26,709 26,967 27,219 27,732 29,847 32,144 34,312 

121,167 122,270 123,427 123,742 123,962 124,181 124,621 125,177 125,042 124,038 
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（人）

推計

□0～39歳 ■40～64歳 ■65歳以上

市の人口は令和１７年には４人に１人が高齢者となります。 
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イ 高齢化率 

市の高齢化率（６５歳以上人口の割合）は、令和２年１０月１日現在で 21.2%と

なっています。 

第８期事業計画期間中の高齢化率は令和３年には 21.6%、令和４年には 21.8%、

令和５年には 21.9%に緩やかに上昇すると推計されています。 

そして、令和 7 年には、高齢化率は 22.3%に上昇し、令和２２年には、高齢化

率は 27.7%になると推計されています。 

東京都平均の高齢化率は、全国平均よりも 6 ポイント程度低い水準にあり、市に

おいては東京都平均よりも１.５ポイント程度低い水準で推移することが見込まれ

ています。市の高齢化率は、令和７年度以降は東京都平均よりも高齢化率の上昇傾

向が強く、東京都平均に近い水準まで上昇します。（図表２） 

 

図表 ２ 高齢化率の推計 

 

 

 出典：市住民基本台帳（各年１０月１日時点） 

  地域別将来人口推計（地域包括ケア見える化システム）（各年１０月１日時点） 
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23.8%

25.7%
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推計

高齢化率は計画期間中に大きな変化はありませんが 

将来的には大きく上昇します。 
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ウ 前期高齢者・後期高齢者 

市の令和２年１０月１日現在の高齢者人口は、６５歳～７４歳の前期高齢者が

12,647 人、75 歳以上の後期高齢者が 13,485 人の合計 26,132 人となってい

ます。 

第８期事業計画期間中の令和３年から５年にかけて前期高齢者はわずかに減少、

後期高齢者は増加し、高齢者人口総数は令和５年には 27,219 人に増加します。 

そして、団塊の世代全てが７５歳以上となる令和７年には、前期高齢者はさらに

減少して 11,824 人、後期高齢者は増加して 15,908 人となり、団塊ジュニア世

代が６５歳以上となる令和２２年には、前期高齢者は増加して 15,570 人、後期高

齢者は大きく増加して 18,742 人になると推計されています。（図表３） 

 

図表 ３ 前期高齢者及び後期高齢者人口推計 

 

  

 出典：市住民基本台帳（各年１０月１日時点） 

  地域別将来人口推計（地域包括ケア見える化システム）（各年１０月１日時点） 
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■前期高齢者 ■後期高齢者

計画期間中は後期高齢者が増加し、将来的には 

前期高齢者・後期高齢者共に増加します。 



第２章 

高齢者を取り巻く現状と課題 

11 

（２）世帯 

市の一般世帯数（平成２７年１０月１日現在59,692世帯）のうち高齢者のいる一般世

帯は16,400世帯で、一般世帯数の27.5%を占めています。 

高齢者のいる一般世帯数の内訳（平成２７年）をみると、高齢夫婦世帯数は5,204世

帯、高齢単身世帯数は5,590世帯となっており、特に高齢単身世帯数の増加が著しく、

一般世帯に占める高齢者単身世帯の割合は平成１７年の8.2%から平成２７年の9.4％ま

で１.２ポイント上昇しています。 

市の６５歳以上世帯員のいる一般世帯は27.5%、高齢単身世帯の割合は9.4％と、東京

都や全国よりも低く、高齢夫婦世帯の割合８.７％は東京都と同程度です。令和２年度に

実施される国勢調査の結果等から、今後の高齢者世帯の増え方を注視していく必要があり

ます。（図表４） 

 

図表 ４ 高齢者世帯数の推移及び東京都・全国との比較 

 

  平成17年 平成22年 平成2７年 

一般世帯数 51,345 57,613 59,692 

６５歳以上の世帯員のいる一般世帯数 13,492 15,004 16,400 

うち高齢夫婦世帯数 4,136 4,701 5,204 

うち高齢単身世帯数 4,218 4,937 5,590 

うちその他の世帯数 5,138 5,366 5,606 

一般世帯に占める６５歳以上世帯員のいる一般世帯数の割合 26.3% 26.0% 27.5% 

一般世帯に占める６５歳以上世帯員のいる高齢夫婦世帯の割合 8.1% 8.2% 8.7% 

一般世帯に占める６５歳以上世帯員のいる高齢単身世帯の割合 8.2% 8.6% 9.4% 

 

平成２７年 小金井市 東京都 全国 

一般世帯数 59,692 6,690,934 53,331,797 

６５歳以上の世帯員のいる一般世帯数 16,400 2,064,215 21,713,308 

うち高齢夫婦世帯数 5,204 582,081 6,420,243 

うち高齢単身世帯数 5,590 739,511 5,927,686 

うちその他の世帯数 5,606 742,623 9,365,379 

一般世帯に占める６５歳以上世帯員のいる一般世帯数の割合 27.5% 30.9% 40.7% 

一般世帯に占める６５歳以上世帯員のいる高齢夫婦世帯の割合 8.7% 8.7% 12.0% 

一般世帯に占める６５歳以上世帯員のいる高齢単身世帯の割合 9.4% 11.1% 11.1% 

出典：国勢調査（各年１０月１日時点） 

 

  市の高齢者世帯割合は低いものの 

近年の傾向から今後も増加していきます。 
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（３）要介護・要支援認定者 

市の要介護・要支援認定者数は平成３０年から令和２年にかけて5,400人前後で推移

しており、令和２年の要介護・要支援認定者数は5,352人となりました。要介護度別構

成では、要支援１が948人、要介護１が1,246人と多くを占めていることが特徴となっ

ています。 

第８期事業計画期間中の要介護・要支援認定者数は、令和３年には5,422人、令和４

年には5,474人、令和５年には5,525人に増加すると推計されており、令和３年から５

年で１.９％程度増加することが見込まれています。期間中は前述の通り前期高齢者がわ

ずかに減少し、後期高齢者が増加しますが、認定者数への影響は見られません。 

令和7年の要介護・要支援認定者数は5,628人、令和２２年には6,925人に増加してい

くことが見込まれるため、第８期事業計画における後期高齢者の自立支援や重度化防止の

取り組みが非常に重要となります。（図表５） 

 

図表 ５ 要介護・要支援認定者数の推計 

  

 出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（各年９月末時点） 

  推計結果（地域包括ケア見える化システム）（各年１０月１日時点） 
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推計

計画期間中の認定者数に大きな変化はありませんが 

将来の認定者数増加に備えた取り組みが重要です。 
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（４）認知症高齢者 

国の推計では、各年齢層の認知症有病率が平成２４年以降も一定と仮定した場合、全国

で令和２年は認知症有病率推定値17.2%、認知症有病者数602万人、令和７年は認知症

有病率推定値19.0%、認知症有病者数675万人と大きく増加すると推計されています。

さらに、令和２２年には、認知症有病率推定値21.4%、認知症有病者数802万人まで上

昇すると推計されています。 

東京都が報告している「令和元年度認知症高齢者数の分布調査」に掲載されている認知

症出現率を参考に、市の認知症高齢者数を推計すると、令和７年の認知症高齢者は

4,848人、令和２２年の認知症高齢者は6,306人と見込まれます。 

市では、認定を行う際の参考の１つとされる「認知症高齢者の日常生活自立度」がⅠ以

上の方は令和２年３月末現在で3,965人と、平成２９年３月末現在の3,564人と比較し

て401人増加しています。内訳をみると、自立度Ⅲの人数が特に増加しており、介護が

必要な方が増えていることから、今後は地域で認知症高齢者を見守るだけでなく、支援も

実施できるような体制整備が重要となります。（図表６） 

 

図表 ６ 認知症高齢者の日常生活自立度 

【令和２年】 

【平成２９年】 

出典：市介護福祉課（平成２9年３月３１日、令和２年３月３１日集計数値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 転入 総計 

男 395 347 156 280 217 66 122 26 7 1,616 

女 892 649 284 572 633 193 326 65 22 3,636 

合計 1,287 996 440 852 850 259 448 91 29 5,252 

 自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 転入 総計 

男 475 304 143 259 216 55 116 33 8 1,609 

女 941 572 319 515 488 157 298 65 16 3,371 

合計 1,416 876 462 774 704 212 414 98 24 4,980 

認知症高齢者は確実に増加していくことから、軽度なうちから

地域で認知症高齢者を見守る体制の整備が重要です。 
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【参考】判定基準   

 

ランク 判断基準 見られる症状・行動の例

Ⅰ
何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内
及び社会的にほぼ自立している。

Ⅱ
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意
思疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意
していれば自立できる。

Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。
たびたび道に迷うとか、買物や事務、金銭管理な
どそれまでできたことにミスが目立つ等

Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。
服薬管理ができない、電話の応対や訪問者との対
応など一人で留守番ができない等

Ⅲ
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意
思疎通の困難さが見られ、介護を必要とする。

Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。

着替え、食事、排便、排尿が上手にできない、時
間がかかる。やたらに物を口に入れる、物を拾い
集める、徘徊、失禁、大声・奇声をあげる、火の
不始末、不潔行為、性的異常行為等

Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 ランクⅢａに同じ

Ⅳ
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意
思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必
要とする。

ランクⅢに同じ

M
著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体
疾患が見られ、専門医療を必要とする。

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症状や
精神症状に起因する問題行動が継続する状態等



第２章 

高齢者を取り巻く現状と課題 

15 

（５）圏域の特徴 

ア 圏域の設定について 

第 8 期事業計画の日常生活圏域については、第 7 期事業計画と同様に 4 圏域（北

東・南西・南東・北西）を設定します。（図表７） 

 

図表 ７ 市の日常生活圏域 

 

参考：各圏域の構成地区 

 

圏域 包括名・住所・TEL 担当地域

北東圏域
（きた）

小金井きた地域包括支援センター
桜町1-9-5 TEL042-388-2440

梶野町、関野町、緑町、本町2丁目、
本町3丁目、桜町1丁目、桜町3丁目

南西圏域
（みなみ）

小金井みなみ地域包括支援センター
前原町5-3-24 TEL042-388-8400

前原町、本町6丁目、貫井南町

南東圏域
（ひがし）

小金井ひがし地域包括支援センター
中町2-15-25 TEL042-386-6514

東町、中町、本町1丁目

北西圏域
（にし）

小金井にし地域包括支援センター
貫井北町2-5-5 TEL042-386-7373

本町4丁目、本町5丁目、桜町2丁目、
貫井北町



 

16 

イ 圏域別年齢３区分別人口 

令和２年１０月１日現在の圏域別の人口をみると、総数、高齢者数（６５歳以上）

共に、北東圏域が最も多く、高齢化率については、南西圏域が最も高くなっていま

す。北西圏域は、高齢者数が少なく高齢化率も低くなっています。（図表８） 

 

図表 ８ 日常生活圏域別人口 

 

 

出典：市住民基本台帳（令和２年10月1日時点） 
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ウ 圏域別アンケート調査結果と地域課題 

◆北東圏域（きた） 

＜圏域別アンケート調査結果＞ 

北東圏域では、運動器の機能低下の該当者割合が 7.9％と低く、同様に転倒リスク

（24.9％）、口腔機能の低下（18.8％）などが低い傾向にあります。社会参加の割合

は 55.1％と高い一方で、地域づくりへの参加意欲の該当者割合が一番低くなっていま

す。（図表１３） 

＜地域課題＞ 

運動器の機能低下等のハイリスク者は少ないものの、閉じこもりや認知機能の低下

のハイリスク者は多いことから、閉じこもり防止や認知症対策に特化した予防策を推

進することが必要です。 

また、地域づくりの参加意欲が他と比較して低いことから、今後の新規の地域の居場

所づくりを推進する際には、世話役が集まらない又は、同じ人に負荷がかかってしまう

可能性があるため、継続的な居場所となるためにも世代交代を見据えた居場所とする

必要があります。（図表９） 

 

図表 ９ 北東圏域のリスク状況 

 

※各指標の全域（市平均）の数値を１としたとき、指標が上回っておりハイリスクな状

況である場合は１以上となります。社会参加、参加意欲、地域包括支援センターの認知

度については、指標が下回っている場合がハイリスクとなり、１以上となります。 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

運動器の機能低下

転倒リスク

閉じこもり傾向

低栄養状態

口腔機能の低下

認知機能の低下うつ傾向

社会参加（週1回以上）

参加意欲（参加者）

参加意欲（企画・運営）

地域包括支援センター認知度

全域 北東圏域
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◆南西圏域（みなみ） 

＜圏域別アンケート調査結果＞ 

南西圏域では、閉じこもり傾向の該当者割合が 7.7％、低栄養状態の該当者割合が

0.3％と低いものの、他の指標に関しては該当者の割合が比較的高い傾向にあります。

地域づくりへの参加意欲（企画・運営）は 43.5％で一番高くなっています。（図表１

３） 

＜地域課題＞ 

高齢化率が一番高い地域ではありますが、ハイリスク者の割合が他の圏域よりも突

出して高いわけではないため、予防に関する取り組みは継続していくことが重要です。 

また、坂の多い地形で外出等に支障があることが想定されましたが、閉じこもりの傾

向は他圏域と比較しても一番低くなっています。 

地域づくりに運営側として関与する意欲は高いため、生活支援コーディネーターが

中心となり、居場所づくりなど住民主体の取り組みをより強化していくことが必要で

す。（図表１０） 

 

図表 １０ 南西圏域のリスク状況 

 

※各指標の全域（市平均）の数値を１としたとき、指標が上回っておりハイリスクな状

況である場合は１以上となります。社会参加、参加意欲、地域包括支援センターの認知

度については、指標が下回っている場合がハイリスクとなり、１以上となります。 

 

  

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

運動器の機能低下

転倒リスク

閉じこもり傾向

低栄養状態

口腔機能の低下

認知機能の低下うつ傾向

社会参加（週1回以上）

参加意欲（参加者）

参加意欲（企画・運営）

地域包括支援センター認知度

全域 南西圏域
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◆南東圏域（ひがし） 

＜圏域別アンケート調査結果＞ 

南東圏域では、運動器の機能低下の該当者割合が 11.0％と高く、他の指標も該当者

の割合が高い傾向にあります。社会参加の割合は 54.1％と高く、地域づくりへの参加

意欲も比較的高くなっています。（図表１３） 

＜地域課題＞ 

運動器の機能低下等のハイリスク者が多く、また栄養状態も悪い傾向にあるため、栄

養改善や身体活動等のフレイル予防の取り組みに注力をすべき地域と考えられます。

（図表１１） 

 

図表 １１ 南東圏域のリスク状況 

 

※各指標の全域（市平均）の数値を１としたとき、指標が上回っておりハイリスクな状

況である場合は１以上となります。社会参加、参加意欲、地域包括支援センターの認知

度については、指標が下回っている場合がハイリスクとなり、１以上となります。 

 

  

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

運動器の機能低下

転倒リスク

閉じこもり傾向

低栄養状態

口腔機能の低下

認知機能の低下うつ傾向

社会参加（週1回以上）

参加意欲（参加者）

参加意欲（企画・運営）

地域包括支援センター認知度

全域 南東圏域
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◆北西圏域（にし） 

＜圏域別アンケート調査結果＞ 

北西圏域では、認知機能の低下の該当者割合が 39.0％と低く、他の指標に関しても

該当者の割合が比較的低い傾向にあります。地域づくりへの参加意欲（参加者として）

が 75.0％で一番高く、地域包括支援センターの認知度も 60.5％と一番高くなってい

ます。（図表１３） 

＜地域課題＞ 

高齢化率が一番低く、参加者としての参加意欲は高いものの、実際の社会参加割合は

低いため、参加意欲のある高齢者を地域資源につなげていくためにも、地域包括支援セ

ンターや生活支援コーディネーターの役割が重要になります。圏域内には大学がある

ため、教育機関等と連携した取り組みを充実させることで、社会参加者を増やしていく

ことも重要です。（図表１２） 

 

図表 １２ 北西圏域のリスク状況 

 

※各指標の全域（市平均）の数値を１としたとき、指標が上回っておりハイリスクな状

況である場合は１以上となります。社会参加、参加意欲、地域包括支援センターの認知

度については、指標が下回っている場合がハイリスクとなり、１以上となります。 
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運動器の機能低下

転倒リスク

閉じこもり傾向

低栄養状態

口腔機能の低下

認知機能の低下うつ傾向

社会参加（週1回以上）

参加意欲（参加者）

参加意欲（企画・運営）

地域包括支援センター認知度

全域 北西圏域
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図表 １３ 日常生活圏域別の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果 

  

※該当者割合の〔順位〕については、それぞれの項目についてハイリスクな状況ではな

い圏域を上位としています。 

 

  

項目 全域 北東圏域 南西圏域 南東圏域 北西圏域
不明・
無回答

10.0% 7.9% 10.4% 11.0% 10.3% 14.3%

1 3 4 2

26.4% 24.9% 25.8% 28.2% 25.6% 33.3%

1 3 4 2

9.6% 11.6% 7.7% 9.6% 8.2% 14.3%

4 1 3 2

1.1% 0.6% 0.3% 1.3% 1.0% 9.5%

2 1 4 3

22.0% 18.8% 23.6% 23.9% 20.0% 28.6%

1 3 4 2

43.1% 44.4% 42.9% 41.5% 39.0% 64.3%

4 3 2 1

39.7% 35.0% 41.1% 42.5% 39.5% 47.6%

1 3 4 2

53.8% 55.1% 53.7% 54.1% 52.3% 50.0%

1 3 2 4

68.2% 64.2% 68.4% 69.1% 75.0% 61.9%

4 3 2 1

41.2% 37.6% 43.5% 42.5% 42.0% 35.7%

4 3 2 1

58.1% 56.8% 58.9% 57.8% 60.5% 52.4%

4 2 3 1

＊
：既に参加している、ぜひ参加したい、参加してもよいの合計

うつ傾向
該当者割合〔順位〕

社会参加（週1回以上）
該当者割合〔順位〕

参加意欲（参加者）

該当者割合
＊
〔順位〕

参加意欲（企画・運営）

該当者割合
＊
〔順位〕

地域包括支援センター
認知度〔順位〕

認知機能の低下
該当者割合〔順位〕

運動器の機能低下
該当者割合〔順位〕

転倒リスク
該当者割合〔順位〕

閉じこもり傾向
該当者割合〔順位〕

低栄養状態
該当者割合〔順位〕

口腔機能の低下
該当者割合〔順位〕
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２ 第７期事業計画の評価 
第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画（平成３０年度～令和2年度）の取り組

みと実施状況の評価は次のとおりです。取り組みの実施状況をA～Dの4段階で評価を行

ったところ、全ての取り組みについてAもしくはBの評価であり、未達及び未実施の取り

組みはありませんでした。（図表１４） 

A：ほぼ事業内容を達成した 

B：改善、検討を要する点はあるが、事業内容をある程度達成した 

C：事業内容を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある 

D：未実施 

図表 １４ 第7期事業計画の実施状況 

 

Ａ Ｂ Ｃ・Ｄ

9 13 0

6 5 0

①高齢者の就労支援 2 0 0

②生涯学習・生涯スポーツの推進 1 2 0

③交流の場の確保と推進 3 3 0

3 8 0

①健康づくりの推進 3 5 0

②介護予防・重度化防止の推進 0 3 0

9 27 0

8 8 0

①地域に密着したサービスの基盤整備 1 1 0

②介護保険外サービスの充実 2 1 0

③相談支援の充実 0 1 0

④安心できる住まい・住まい方の支援 5 3 0

⑤家族介護者への支援の充実 0 2 0

1 9 0

①認知症施策の推進と理解の醸成 0 2 0

②認知症のケア・医療の充実 1 2 0

③認知症の方と家族を支える地域づくり 0 5 0

0 6 0

①在宅医療をサポートする体制づくり 0 2 0

②在宅医療・介護連携のための情報共有 0 2 0

③在宅医療のための市民啓発 0 2 0

0 4 0

①生活支援体制整備事業の推進 0 4 0

7 12 0

1 5 0

①地域づくりの推進 0 3 0

②ボランティア活動支援 1 2 0

4 4 0

①行政による見守り支援 2 3 0

②地域のネットワーク 2 1 0

2 3 0

①権利擁護事業の推進 2 2 0

②高齢者虐待防止の推進 0 1 0

２　地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり

40.9%

25.0%

36.8%

A割合

（１）地域づくり・支え合い活動の充実

（２）高齢者の見守り支援の充実

（３）権利擁護の推進

基本目標・基本施策

３　地域の支え合いの輪の拡充

（１）高齢者の就労・社会参加支援

（２）健康づくり・介護予防の推進

（１）在宅生活支援の充実

（２）認知症施策の推進

（３）在宅医療と介護の連携の推進

（４）生活支援体制整備の推進

評価

１　生きがいのある充実した生活の支援
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（１）生きがいのある充実した生活の支援 

ア 高齢者の就労・社会参加支援 

シルバー人材センターでは、働く意欲を持った健康な高齢者について、能力や知

識・経験をいかした就労の場を確保し、社会参加の促進を支援しています。市の就

業率は 87％（就業実人員 957 人÷年度末会員数 1,100 人×100）でしたが、多

摩２６市における人口１０万人以上の自治体の中での就業率は依然上位です。 

また、社会参加の促進にむけ、大学等と連携した講座やシニアスポーツフェステ

ィバルの開催、高齢者農園、高齢者学級や介護サポーター講座、認知症カフェなど

様々なニーズに対応できるように支援を進めています。 

アンケート調査結果から、社会参加の頻度は、「月に１～３回」以上を基準とし

て、「スポーツ関係のグループやクラブ」（前回 28.8%、今回 29.4%）、「趣味

関係のグループ」（前回 31.7%、今回 32.4%）はわずかに増加し、「ボランティ

アのグループ」（前回 13.1%、今回 10.9%）、「学習・教養サークル」（前回 14.4%、

今回 13.2%）はわずかに減少しています。（図表１５） 

 

 

  【第７期事業評価】 

シルバー人材センターでの就労支援のほか、関係機関と連携して様々なニ

ーズに対応した社会参加の支援が進められています。 

【第８期事業計画に向けた課題】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、社会参加の場が制限されている

ことから、多様なニーズへの対応を進めながらも、オンラインを含めた

様々な開催方法での実施を働きかけ、必要に応じて支援を検討する必要が

あります。 
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図表 １５  社会活動への参加状況 

 

質問：ボランティアのグループにどのくらいの頻度で参加していますか。（ニーズ調査） 

 

 

質問：スポーツ関係のグループやクラブにどのくらいの頻度で参加していますか。 

（ニーズ調査） 

 

  

0.8 

0.9

2.3 

3.1

2.8 

3.4

5.0 

5.7

4.1 

3.9

58.9 

55.8

26.0 

27.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

(n=1,193)

前回調査

(n=843)

週4回以上 週2～3回 週1回 月1～3回 年に数回 参加していない 無回答

5.0 

5.1 

11.0 

9.0 

7.2 

8.4 

6.2 

6.3 

2.3 

2.3 

48.4 

48.4 

19.8 

20.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

(n=1,193)

前回調査

(n=843)

週4回以上 週2～3回 週1回 月1～3回 年に数回 参加していない 無回答



第２章 

高齢者を取り巻く現状と課題 

25 

質問：趣味関係のグループにどのくらいの頻度で参加していますか。（ニーズ調査） 

 

質問：学習・教養サークルにどのくらいの頻度で参加していますか。（ニーズ調査） 

 

2.2 

1.4 

5.5 

5.5 

7.9 

8.9 

16.8 

15.9 

5.4 

5.0 

43.5 

45.0 

18.6 

18.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

(n=1,193)

前回調査

(n=843)

週4回以上 週2～3回 週1回 月1～3回 年に数回 参加していない 無回答

0.3 

0.6 

1.5 

2.0 

3.9 

4.3 

7.5 

7.5 

5.2 

5.1 

57.8 

53.9 

24.0 

26.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

(n=1,193)

前回調査

(n=843)

週4回以上 週2～3回 週1回 月1～3回 年に数回 参加していない 無回答
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イ 健康づくり・介護予防の推進 

さくら体操については、既存の会場の継続支援としてリハビリテーション専門職

が会場を巡回し参加者へ助言、また体力測定会にも参加し適切な測定及び助言を実

施しています。また、介護予防ボランティア養成講座受講者がリーダーとなり活動

しています。 

特定健康診査の受診率は、都及び全国と比較し高い傾向ですが、国の目標値（令

和 5 年度 60%）の達成に向け各年度で掲げている目標値には達していません。 

市生活支援ヘルパーを養成し、市基準訪問型サービスの担い手として活用するた

め環境整備を図り訪問介護事業所等に制度周知を実施しています。また、市認定サ

ブスタッフとして、養成講座を実施し、養成したサブスタッフの一部が、ミニデイ

イベントを実施しています。 

要支援者などの軽度者に対するケアマネジメントについては、自立支援・重度化

防止の視点をもったプラン作成ができるよう、個別地域ケア会議の開催や地域包括

支援センター勉強会を実施し、適切なケアマネジメントの確認につなげています。 

アンケート調査結果から、主観的健康感については、市全体で「とてもよい」

（15.8%）と「まあよい」（68.1%）の割合の合計が 83.9%となっています。主

観的健康感は社会参加頻度と相関的な関係が見られ、社会参加頻度が低下するにつ

れて、「あまりよくない」割合が高くなります。（図表１６） 

 

 

 

  

【第７期事業評価】 

さくら体操をはじめとした介護予防に積極的に取り組めています。 

また、認定サブスタッフ等の養成も進められています。 

【第８期事業計画に向けた課題】 

より必要な方が介護予防に参加できるように、対象者の抽出や働きかけに

ついて、データ等を有効活用する必要があります。 

養成した市生活支援ヘルパーや市認定サブスタッフが、実際の活動につな

がるようにする必要があります。 
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図表 １６ 社会参加頻度別主観的健康感 

 

質問：ボランティア、スポーツ関係、趣味関係、学習・教養サークルのグループ等にどの

くらいの頻度で参加していますか。 

（ニーズ調査） 

現在のあなたの健康状態はいかがですか。（ニーズ調査） 

  

 

 

  

18.7%

19.9%

15.7%

13.1%

6.8%

14.0%

12.1%

15.8%

72.4%

68.2%

72.9%

69.1%

74.3%

61.4%

56.1%

68.1%

7.6%

10.1%

9.3%

15.4%

18.9%

22.0%

25.8%

14.1%

0.4%

1.4%

0.7%

0.6%

2.5%

4.5%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

週4回以上

週2～3回

週1回

月1～3回

年に数回

参加していない

不明・無回答

合計

健康状態がとてもよい 健康状態がまあよい

健康状態があまりよくない 健康状態がよくない

不明・無回答

236

225

277

140

66

1,193

175

74

（社会参加頻度）

（主観的健康感）
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（２）地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり 

ア 在宅生活支援の充実 

介護保険についての基本的事項を記載した市民向けの冊子「あなたと歩む介護保

険」や、「高齢者福祉のしおり」、市内の事業所一覧を掲載した情報冊子などを市

の窓口や、市内の地域包括支援センターで配布し、また、市ホームページなどでの

周知を行っています。 

小金井市コミュニティバス再編事業においては、運行時間帯等の検討に当たって

具体的な指標となる運行基準（案）を一部決定するとともに、運行ルート（案）の

検討に着手しています。 

福祉有償運送運営協議会を開催し、実施団体の更新について協議が整ったことに

より団体が継続して福祉有償運送を行えることとなったため、障がい者や高齢者の

移動手段の確保が図られています。 

介護に関する相談を随時、地域包括支援センター及び包括支援係で受け付けまし

た。また、要介護高齢者を介護する家族等を対象に、家族介護教室を開催していま

す。 

認知症高齢者を介護する家族の方を対象に、家族介護継続支援事業を実施してい

ます。 

市では平成３０年度に特別養護老人ホームを１か所整備したところですが、アン

ケート調査結果から、市が優先して取り組むべき保健福祉サービスとして、「特別

養護老人ホームや老人保健施設など入所できる施設を整備すること」が 34.9％と

依然として最も高く、次いで「家族介護者への支援制度を充実すること」が 23.1％

となっています。（図表１７） 

  

【第７期事業評価】 

介護保険に関する情報発信を継続的に行えています。 

家族介護者の相談対応や支援を実施できています。 

【第８期事業計画に向けた課題】 

家族介護者の負担軽減のためにも、介護保険以外の福祉サービスの更なる

充実及び利用の周知が必要になります。 
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図表 １７ 市が優先して取り組むべき保健福祉サービス 

 

質問：今後、市が取り組む保健福祉サービスとして、次のうちどれを優先して充実すべき

だとお考えですか。（ニーズ調査） 

 
 

  

16.8

12.7

5.1

14.1

17.0

11.9

10.8

34.9

13.9

23.1

11.0

13.5

16.3

9.7

1.2

2.9

16.1

0% 20% 40% 60%

生きがいづくりを推進すること

（ボランティア、文化・スポーツ活動の促進など）

高齢者が働く場所を確保すること

世代間の交流･相互理解を促進すること

（運動教室をはじめとした）

介護予防事業等を充実すること

（訪問・通所サービス等の）

介護（給付）サービス等を充実すること

（配食サービス等の）

介護保険外の福祉サービスを充実すること

高齢者向けの住宅を整備したり、住宅改修を支援すること

特別養護老人ホームや老人保健施設など

入所できる施設を整備すること

認知症など病気や障がいを持つ高齢者への対策を充実すること

家族介護者への支援制度を充実すること

健康づくりへの体制の充実

介護人材育成の強化

道路の段差解消や公共的な建物へのエレベータの設置など、

ひとにやさしいまちづくりを推進すること

見守りによる地域支援を強化すること

その他

特にない

無回答

n=1193
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イ 認知症施策の推進 

認知症サポーター養成講座は、市内小中学校や市職員への講座を継続実施できて

います。認知症ケアパスは、市のイベントや医療機関等で配布し活用を図っていま

す。認知症サポーター養成講座の修了者を対象にステップアップ講座を開催してい

ます。 

各事業で認知症ケアパスを活用し、認知症に関する地域の相談・支援窓口である

地域包括支援センターを周知しています。 

認知症地域支援推進員と生活支援コーディネーターの情報を活用し、既存のカフ

ェ・サロンに認知症の方も受け入れてもらえるよう依頼し、居場所づくりを推進し

ています。 

アンケート調査結果から、認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人

でも、相談窓口を知っている人は 50.0%と半数しかおらず、更なる周知が必要です

（図表１８）。また、自身に症状がなく、家族にも認知症の症状がない方の中には、

認知症について「あまり関心がない」層が 9.6%と一定数おり、認知症について意

識していないと考えられます。（図表１９） 

 

 

  【第７期事業評価】 

認知症サポーター養成講座などで、多様な世代への認知症の啓発が実施で

きています。認知症に関する相談体制も構築できています。 

【第８期事業計画に向けた課題】 

養成したサポーターを継続した活動につなげる取り組みの、更なる充実

が必要です。 

相談窓口の認知度が低いため、更なる普及啓発が必要です。 

認知症サポーター養成講座等の多様な場で市民の理解を深める取り組み

を一層進める必要があります。 
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図表 １８ 認知症状の有無別認知症相談窓口の認知度 

 

質問：認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいますか。（ニーズ調査） 

認知症に関する相談窓口を知っていますか。（ニーズ調査） 

  

 

図表 １９ 認知症状の有無別認知症への関心度 

 

質問：認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいますか。（ニーズ調査） 

あなたは、「認知症」にどの程度関心がありますか。（ニーズ調査） 

 

 

  

50.0%

27.6%

9.1%

29.6%

50.0%

71.5%

54.5%

69.0%

0.9%

36.4%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認知症の症状がある・

又はその家族がいる

認知症の症状はない・

その家族もいない

不明・無回答

合計

相談窓口を知っている 相談窓口を知らない 不明・無回答

124

1,047

22

1,193

55.6%

39.1%

27.3%

40.6%

39.5%

49.2%

31.8%

47.9%

3.2%

9.6%

9.1%

8.9%

0.8%

1.8%

1.7%

31.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認知症の症状がある・

又はその家族がいる

認知症の症状はない・

その家族もいない

不明・無回答

合計

とても関心がある まあまあ関心がある あまり関心がない

まったく関心がない 初めて聞いた 不明・無回答

124

1,047

22

1,193
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ウ 在宅医療と介護の連携の推進 

在宅医療・介護連携に関する相談を受けるとともに、在宅医療・介護連携に関す

る研修を開催しています。 

平成３０年１月に作成した小金井市医療資源マップの普及・啓発を行うとともに、

同マップの改訂に向けて、内容等について、情報収集などを行っています。 

平成３０年２月に作成した在宅療養に関するリーフレット「住み慣れた街に住み

続けるために」を市民や関係機関に配布・周知を行っています。 

アンケート調査結果から、医療・介護連携は、「十分連携している」が 2.2%、

「ある程度連携している」が 69.2%、「連携が不十分である」が 16.5%となって

おり、今後も連携を進めていく必要があります。（図表２０） 

なお、「連携が不十分である」理由として、「交流の場がない」などが理由として

挙げられており、連携を進める上で必要な取り組みとしては、「他職種との顔の見

える関係づくり、交流を進める」ことが重要と考えられ、研修等の機会を充実して

いくことが必要になります。（図表２１） 

 

 

  【第７期事業評価】 

医療・介護連携に関する相談体制や、情報発信、研修等の開催は進められ

ています。 

【第８期事業計画に向けた課題】 

有機的な連携とするためにも、顔の見える関係となるような、継続した取

り組みが必要です。 
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図表 ２０ 医療・介護の連携状況 

 

質問：小金井市民の在宅療養者への医療・介護は、サービス担当者会議などを通じて連携

していると思いますか。（事業者調査） 

 

 

 

図表 ２１ 連携が不十分な場合の理由 

 

質問：連携が不十分と考える理由は何ですか。（事業者調査）

 

十分連携している

2.2%

ある程度連携して

いる

69.2%

連携が不十分である

16.5%

ほとんど連携して

いない

2.2%

無回答

9.9%

ｎ=91

17.6

41.2

29.4

52.9

41.2

47.1

17.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

医学知識や医療制度が

わからない

お互いに多忙で連絡が

とれない

個人情報の保護の観点から

情報が共有されない

交流の場がない

誰と連絡をとればいいのか

わからない

医療関係者の介護保険に関する

知識や理解が不足している

その他

n=17
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エ 生活支援体制整備の推進 

自立支援・重度化防止に資する個別地域ケア会議を実施しています。主任ケアマ

ネジャーや理学療法士等専門職も参加し、多職種による検討をすることができてい

ます。圏域ごとの小地域ケア会議も実施しています。 

地域資源の紹介冊子である「シニアのための地域とつながる応援ブック」の情報

を更新し配布、周知しています。 

アンケート調査結果から、介護で不安なことについて、要介護度別で差が顕著と

なっている回答が、「食事づくり、家事全般」（軽度 27.1%、重度 17.5%）、「寝

たきり、または今より状態が悪化した時の介護のこと」（軽度 52.5%、重度 41.9%）

となっています。どちらも、軽度である現在は自身で実施できることが、できなく

なってしまうことを不安に感じていると考えられます。（図表２２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 ２２ 介護で感じる不安 

 

質問：要介護度別介護で不安なこと（利用意向調査） 

 

35.8%

27.1%

30.0%

52.5%

22.5%

25.8%

1.7%

12.1%

37.5%

17.5%

26.3%

41.9%

18.1%

25.6%

1.9%

14.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

自分もしくは配偶者の健康

食事づくり、家事全般

急病などの緊急時の対応

寝たきり、または今より状態が悪化した時の

介護のこと

認知症になった時の介護や財産管理のこと

医療費や介護費用など経済的なこと

その他

特にない

軽度（要介護1、2） 重度（要介護3～5）

【第７期事業評価】 

地域ケア会議等の地域課題を検討する場の構築が進み、課題解決に向けた

検討が進んでいます。 

【第８期事業計画に向けた課題】 

要介護者が不安に感じていることの解消や、検討された解決策を施策に反

映、実行するためにも、地域包括支援センターや生活支援コーディネータ

ーを中心として、更なる地域資源への支援が必要になります。 
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（３）地域の支え合いの輪の拡充 

ア 地域づくり・支え合い活動の推進 

生活支援体制整備事業第２層協議体であげられた課題のみならず、コーディネー

ターの活動やさくら体操の担当者の情報を活用し、さくら体操自主グループの立ち

上げなどの支援を実施しています。 

自立支援・重度化防止に資する個別地域ケア会議を実施しています。主任ケアマ

ネジャーや栄養士等専門職も参加し、多職種による検討をすることができています。 

地域の居場所づくり（カフェ、サロン等）について、関係機関との連携や生活支

援コーディネーターの活動成果として、新たに居場所となりそうな箇所への支援を

進めることができています。 

ボランティア活動・団体運営に関する相談及び講座の企画運営、器材の貸出、市

民活動助成金、広報紙「ぼらんてぃあこがねい」の発行並びにホームページによる

情報発信を行っています。 

介護支援ボランティアポイント事業について、登録者の増加に向けて、事業説明

会や対象者が参加しそうなイベント等での周知活動を実施しています。また、参加

事業所の増加に向けて、事業の説明や協力依頼を行っています。 

アンケート調査結果から、グループ活動への参加意欲については、「是非参加し

たい」が減少しているように見受けられますが、今回の調査より「既に参加してい

る」の回答が新設された影響によるもので、「参加したくない」と回答した割合は

減少しています。この傾向は「参加者として」、「企画・運営（お世話役）として」

ともに同様の傾向にあり、地域活動への参加意欲が向上していると考えられます。

（図表２３、図表２４） 

また、事業所の人材確保の手段である、認定サブスタッフ・生活支援ヘルパー・

介護支援ボランティアポイント事業への元気高齢者の参加については、44.0%の事

業者が積極的に活用したいと考えており、人材確保の手段として強化・推進される

ことが望まれます（図表２５）。一方で、外国人材活用については、活用を検討し

ているのは 10%程度であり、多くの事業所は検討していない状況です。（図表２６） 

 

 

  
【第７期事業評価】 

自主グループの立ち上げ支援や介護支援ボランティアポイント事業など、

住民参加型での地域づくりが進められています。 

【第８期事業計画に向けた課題】 

地域づくりへ積極的な意欲を持たれている住民を、自主グループ等に 

つなげるためにも、多様な手段での情報発信・マッチングが必要です。 
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図表 ２３ 社会活動への参加意欲（参加者として） 

 

質問：地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いき

いきした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に参加者として参加して

みたいと思いますか。（ニーズ調査） 

 

図表 ２４ 社会活動への参加意欲（お世話役として） 

 

質問：地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いき

いきした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に企画・運営（お世話

役）として参加してみたいと思いますか。（ニーズ調査） 

 

7.0 

12.9

54.5 

54.4

28.9 

30.6

6.7 
2.8 

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

(n=1,193)

前回調査

(n=843)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

2.1 

4.2

34.7 

37.5

55.5 

56.3

4.4 3.4 

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

(n=1,193)

前回調査

(n=843)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答
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図表 ２５ 元気高齢者の活用 

 

質問：小金井市では認定サブスタッフ・生活支援ヘルパー・介護支援ボランティアポイン

ト事業への元気高齢者の参加を進めていますが、元気高齢者の活用について、どの

ように考えていますか。（事業者調査） 

 

 

 

図表 ２６ 外国人材の活用 

 

質問：外国人材活用について制度別にどのように考えていますか。（事業者調査） 

 

人材に余裕があって

も積極的に活用した

い

22.0%

人材が足りないの

で積極的に活用し

たい

22.0%

人材が足りないが導入には消極的

11.0%

活用するつもりは

ない

16.5%

無回答

28.6%

n=91

5.5%

1.1%

1.1%

12.1%

13.2%

13.2%

12.1%

44.0%

49.5%

48.4%

50.5%

9.9%

7.7%

8.8%

8.8%

28.6%

28.6%

28.6%

28.6%

0% 25% 50% 75% 100%

EPA（経済連携協定）に基づく

外国人介護福祉士候補者

在留資格「介護」を

もつ外国人

技能実習制度を活用した

外国人

在留資格「特定技能1号」を

もつ外国人

既に雇用している 雇用を検討している 雇用は考えていない 制度を知らない 無回答

n=91
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イ 高齢者の見守り支援の充実 

令和元年度においては、初の試みとなる協定締結事業者と本市の連絡会を開催す

ることができています。 

また、民生委員の協力のもと、見守り支援体制を整備しています。 

７５歳・８０歳の対象者を訪問して一人暮らし・高齢者のみ世帯など見守りを必

要とする方を把握し、近隣関係者とともに見守り支援のネットワーク体制を構築し

ています。 

令和元年の台風１９号の際は避難行動要支援者名簿を元に民生委員、行政による

電話連絡で安否確認等を行っています。モデル地区自治会についても独自で避難行

動要支援者名簿に登載されている方に対して電話連絡等をしています。 

アンケート調査結果から、ひとり暮らしになった場合に利用したい見守り支援は、

「緊急通報システム（ペンダント型発信器等）の貸出や、日常的に使う家電等に緊

急通報装置を設置してくれる」が最も多く、次いで「民生委員やボランティア等が

定期的に自宅を訪れ、声かけをしてくれる」であり、緊急時及び日常の対面での見

守り支援を利用したい方が多い傾向が見受けられます。（図表２７） 

 

  【第７期事業評価】 

民生委員主体のネットワークによる見守り支援や民間企業との協定に基づ

いた見守りなど、多様な段階での支援体制が構築できています。 

【第８期事業計画に向けた課題】 

関係者の取り組みをさらに効果的なものにするために、意見交換・情報発

信を行い、一体的な連携を行うことが重要です。 
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図表 ２７ 見守り支援の利用意向 

 

質問：もし、あなたがひとり暮らしになった場合（現在ひとり暮らしの方は現時点での意

向として）、どのような「見守り支援」を利用したいと思いますか。 

（ニーズ調査） 

 

  

38.1

25.0

25.1

41.2

9.6

33.3

7.5

4.3

9.3

0% 20% 40% 60%

民生委員やボランティア等が定期的に

自宅を訪れ、声かけをしてくれる

定期的に電話をし、安否確認をしてくれる

定期的に携帯電話かパソコンに

メールが送信され、返信をする

緊急通報システム（ペンダント型発信器等）の貸出や、

日常的に使う家電等に緊急通報装置を設置してくれる

定期的に牛乳配達をすることで、

配達業者が安否確認をしてくれる

定期的に配食サービスを提供することで、

配達業者が安否確認をしてくれる

定期的に理容助成券の給付を受けるために、

市役所に出向くことで、市職員が安否確認をする

その他

無回答

n=1193
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ウ 権利擁護の推進 

相談事例において、消費者被害が疑われる場合などは、消費生活相談室と連携す

るよう、地域包括支援センターへの周知に努めています。また、小地域ケア会議に

関係課に参加してもらい関係者等への周知を図っています。 

認知症のある高齢者や要介護高齢者等で判断能力に不安のある方に対し、成年後

見制度推進事業や地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）を行う、権利擁

護センターの利用の推進を図っています。 

虐待事例の対応や事例検討会の中で、高齢者虐待、またその支援について、マニ

ュアルを用いて地域包括支援センター職員と理解を深めることができ、その上で市

職員や地域包括支援センターが関係機関と連携して対応しています。介護保険に関

する刊行物の中に地域包括支援センターの権利擁護業務について掲載し、高齢者虐

待の防止について広く啓発しています。 

アンケート調査結果から、虐待を防ぐためには、「家族介護者等の負担軽減に向

けた支援」が最も多く、次いで「家族介護者等の相談対応」であり、介護者の支援

や相談体制の充実を必要とする傾向です。（図表２８） 

 

 

 

  

【第７期事業評価】 

行政や地域包括支援センターなどの相談窓口により、必要な支援が実施で

きています。 

【第８期事業計画に向けた課題】 

事例検討など、継続的に連携を行い、多様な相談に対応できるようにする

必要があります。 
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図表 ２８ 高齢者虐待の防止策 

 

質問：専門職の立場からみて、高齢者虐待を未然に防ぐために必要なことは何だとお考え

ですか。（ケアマネジャー調査） 

 

  

52.2

79.1

64.2

28.4

14.9

25.4

31.3

3.0

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

虐待に対する知識の普及啓発

家族介護者等の負担軽減に向けた支援

家族介護者等の相談対応

要介護者の相談対応

サービス提供者のストレスチェック

サービス提供時のチェック

地域での見守り体制

その他

無回答

n=67
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３ 計画を推進していく上での課題・視点 
 

市の令和２年度現在の高齢化率は21.2%で、計画期間中の高齢者人口は微増ですが、

その後高齢者人口の増加傾向は加速し、令和１７年度には４人に１人が高齢者となること

が見込まれています。 

今後の高齢者福祉・介護保険事業を進めるにあたり、高齢者個人、地域、制度の３つの

視点に感染症対策を加えた４つの視点で課題を整理しています。 

 

 

 

（１）高齢者個人の課題 

後期高齢者が増加するにつれて、運動器の機能低下や認知機能低下といったハイリスク

者は今後も増加していくことが見込まれます。また、認知症高齢者の数も増加傾向を示し

ています。介護予防等でハイリスク者の増加を抑えていくことも重要ですが、介護予防で

重要となる活動量に関しては、新型コロナウイルス感染症の影響により、確実に減少して

います。感染対策の手段として外出を自粛したために、閉じこもりの傾向が強くなってい

ることが想定されます。 

また、密を避けるために集まって運動等を行うような活動も中止されており、運動器の

機能が低下しているケースが多くなっていることが見込まれます。 

感染予防については、着実に取り組む必要がありますが、併せて高齢者の心身機能を低

下させないような取り組みも進めていかなければ、今後要介護認定者の急増を招くリスク

をはらんでいます。 

社会参加の手段の一つである就労については、これまでのシルバー人材センターでの就

労支援の更なる強化に加え、将来的には就労的活動支援コーディネーター等の配置の検討

に着手していくことが必要です。 

 

（２）地域の課題 

高齢化が進み民生委員の担い手が不足しており、欠員が発生している地域も多くありま

す。見守り支援等で民生委員が役割を担っている部分も多く、人員体制を整えていくとと

高齢者個人
の課題

1
地域の課題 制度の課題

2 3
感染症対策

4
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もに、特定の者に頼らない見守り支援の体制も検討する必要があります。 

また、新型コロナウイルス感染症により、地域の居場所・通いの場も中止している会場

が多く、今後の地域づくりを進める上で、場の提供をいかに実施していくかを検討する必

要があります。 

在宅医療と介護の連携に関して、連携は進んでいますが、今後も新型感染症などが発生

した場合等、より連携を密にして対応することが必要になります。 

 

（３）制度の課題 

「８０歳代」の親と「５０歳代」の子ども世帯における、引きこもり等の生活問題を抱

えている状態を指す「８０５０問題」や、親の介護と子育てを同時に行う必要がある「ダ

ブルケア」の問題など、介護保険や高齢福祉のみでは対応することが難しい問題が表面化

しています。我が事・丸ごとの地域づくりを進め、地域共生社会の実現に向けて取り組む

中で解決を図っていくべき問題です。多世代に渡る複合的な課題に対し福祉総合相談窓口

等、相談者が迷わず相談できる窓口を周知し、包括的支援体制のより一層の推進を図る必

要があります。 

介護人材の確保に関しても、市単独で実施できることには限りがあり、東京都や周辺自

治体との連携や、事業者と協力しながら進めていく必要があります。 

 

（４）感染症対策 

新型コロナウイルス感染症を契機として、社会全体の生活様式が大きく変化し、高齢者

の生活も大きな影響を受けています。個人は外出を控え、通いの場は中止となり、高齢者

の活動量が減り社会参加頻度も減少しています。 

その結果として、高齢者の身体機能（ADL）の低下や持病の症状悪化などが予測さ

れ、要介護者や認知症高齢者が増加することが考えられます。社会的なつながりが無くな

ることで、孤立状態の高齢者が増加し、感染予防の観点から見守り等での訪問も困難とな

っており、高齢者の実態把握も今まで以上に困難な状況です。 

一部の介護事業者には、利用者の外出自粛やサービスの利用控えにより収入が減少する

中で、衛生資材の確保のためのコストが増加するなど、経営に大きな影響が出ています。

こうした状態が続く場合、事業の継続を見直す事業者も多く出てくることが考えられま

す。 

加えて、事業者は今まで以上に集団感染等の予防に敏感になっており、事業所で感染症

が発生した場合に、サービス提供を一時的に中止する場合の代替的なサービス提供の検討

や、マスク等の衛生資材が不足しないような備蓄の検討など、今後同様の新型感染症が発

生した場合に備えて、行政と事業者が連携して備える必要があります。 

また、サロンや見守り活動等の地域でのインフォーマルな活動を休止しているところも

多く、地域全体で地域の居場所の確保や見守り支援の方法などを考えていく必要がありま

す。 
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（５）まとめ 

高齢者が社会を支える一員として自己実現し、活躍することを支援するためにも、健康

づくり・生きがいづくりが必要となります。感染症対策を行いながら様々な取り組みを実

施していくためにも、IT機器を活用した遠隔での実施などを検討していく必要がありま

す。 

また、ひとり暮らし高齢者、高齢夫婦のみの世帯なども増加傾向にあり、見守りや権利

擁護など、高齢者が安心して暮らせる仕組みづくりが求められています。市民、NPO、

医療関係者、介護事業者、教育機関、行政等の様々な関係者が連携し、地域の資源とネッ

トワークを活かして、支え合う地域社会づくりを進める必要があります。その際には、特

定の者に負担が集中せず、継続して効果的な取り組みとなるように、検討していくことも

重要です。 

特に、新型コロナウイルス感染症により、社会構造が大きく変化しつつあり、柔軟に取

り組みを変化させながら関係者と連携して対応していくことが重要になります。 

 

図表 ２９ 課題・視点のまとめ 

 後期高齢者の増加に伴う、
ハイリスク者の増加

 高齢化に伴う、地域の
担い手の不足

 複雑化する課題
（8050問題、

ダブルケア等）

 介護人材の確保

 新型コロナウイルス感染
症に伴う､地域の居場所
・通いの場の減少

 新型コロナウイルス感染
症に伴う、活動量・社会
参加の低下

 健康づくり・介護予防の一体
的推進

 社会参加の促進

 高齢者の就労支援

 在宅生活支援の充実

 認知症施策の更なる推進

 在宅医療と介護の連携の推進

 生活支援体制整備の推進

 地域づくりの推進

 高齢者の見守り支援の充実

 権利擁護の推進

 認知症高齢者の増加

 在宅医療・介護の連携
促進

基
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目
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 人材育成・確保の推進
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１ 基本理念 

（１）人間性の尊重（個人の尊厳） 

高齢者が生涯にわたり、地域を支える一員として活躍ができる社会、個人の尊厳が守ら

れ人間性が尊重されるような社会をつくります。また、個人が大切にしてきた生活を継続

し、自己実現に向けて活躍できるよう、本人の自己決定を尊重する仕組みを確立します。 

 

（２）自立の確保（自立に向けた総合的支援） 

高齢者一人ひとりの心身の状態に応じて、生活の質が確保された状態を維持していくた

めに、「自立・自助」を支える取り組みを、行政の支援による「公助」、介護保険サービ

ス等の「共助」、地域で支え合う「互助」を通じて支援します。 

また、高齢者が自分の意思に基づき、その能力に応じて、可能な限り地域で自立した生

活を営むことができるよう、生活支援や医療介護、予防等の包括的な支援の仕組みを充実

します。 

 

（３）支え合う地域社会づくり 

市民、自治会・町会、ボランティアグループ、ＮＰＯ、医療関係者、介護事業者、民間

企業、教育関係、行政等が連携し、地域の資源とネットワークをいかして、豊かな高齢社

会に向け、支え合う地域社会づくりを進めます。 
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２ 視点 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

国は、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地

域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支

援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進しています。 

第８期事業計画では、第７期事業計画の成果を受けながら、在宅支援の充実と、介護予

防・重度化防止等に取り組み、団塊の世代全てが７５歳以上となる令和７年（２０２５

年）を見据えた地域包括ケアシステムを構築し、さらには令和２２年（２０４０年）を見

据えて、地域包括ケアシステムを支える介護人材の確保等の基盤整備の検討を進めていき

ます。 

 

（２）地域共生社会の実現 

制度・分野の枠や、「支える側」、「支えられる側」という従来の関係を超えて、人と

人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割をもち、助け合いながら暮らして

いくことのできる、包摂的なコミュニティ、地域や社会を目指します。 

 

（３）介護保険制度の健全な運営 

市の介護保険は、これまでの制度改正等に沿って、適正な運営を続けてきました。今後

は、後期高齢者が増加していくなか、要介護・要支援認定者数も増加することが見込まれ

ており、介護保険サービスの需要が大きくなります。そのほか、ひとり暮らしの方や高齢

者のみの世帯が増加することで、これまで以上に生活支援に関するサービスの需要も高ま

ります。 

また、利用者負担割合の負担増や総合事業の利用範囲の拡大など、今後も介護保険制度

を巡る環境が刻々と変化することが予想されることから、制度への理解を深め、健全な運

営を進めるとともに、ケアマネジメントの質の向上や給付の適正化を進め、サービスを必

要とする方に必要なサービスが提供され、持続可能性のある提供体制の確保と制度運営を

目指します。 
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健康づくり・ 
介護予防の 
一体的推進 

基本施策 

社会参加の 
促進 

高齢者の 
就労支援 

在宅生活支援
の充実 

認知症施策の 
更なる推進 

在宅医療と 
介護の連携 

の推進 

地域づくりの
推進 

高齢者の 
見守り支援 

の充実 

権利擁護の 
推進 

人材育成・ 
確保の推進 

生活支援体制 
整備の推進 

施策の展開 

さくら体操の推進／健康相談・指導の充実／健康診査等の充実／感染症の
予防の推進／健康講演会の充実／歯と口腔の健康の充実 

包括連携協定締結校等との連携による活動支援の検討／健康・スポーツ活
動の支援の充実／文化学習事業の充実 

シルバー人材センターへの支援の推進／「こがねい仕事ネット」における
就労支援の充実 

介護保険サービスの利用支援の充実 

地域の居場所づくり（認知症カフェ等）の充実／やすらぎ支援（認知症高
齢者家族支援活動）の充実／認知症による行方不明高齢者の早期発見（推
進）／介護者の負担軽減の推進 

医療資源マップの充実／在宅医療・介護連携支援室の充実 

地域課題検討の協議の充実／生活支援コーディネーターの配置による体制
整備の推進／地域資源等の見える化の充実／地域の居場所に対する支援の
充実 

地域の居場所に対する支援の充実／地域課題検討の協議の充実／生活支援
コーディネーターの配置による体制整備の推進 

救急通報システム機器の貸与の推進／高齢者地域福祉ネットワーク事
業の充実／高齢者見守り支援事業の推進／避難行動要支援者支援体制
の充実 

消費者被害の未然防止の推進／福祉サービス苦情調整委員制度の継続／権
利擁護センター利用の推進 

さくら体操の推進／ボランティアセンターでの活動支援の継続／介護支援
ボランティアポイント事業の推進 

 

健康づくりの推進 

介護予防・ 
重度化防止の推進 

介護予防・日常生活支援総合事業の推進／介護予防ケアマネジメントの
推進／高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

生涯学習・ 
生涯スポーツの推進 

交流の場の 
確保と推進 

敬老行事等の継続／おとしより入浴事業の継続／高齢者いきいき活動事業
の推進／老人クラブ（悠友クラブ）活動支援と高齢者いこいの部屋利用の
支援（推進）／高齢者（いきいき）農園の継続／地域の居場所に対する支
援の充実 

高齢者の就労支援 

地域に密着した 
サービスの基盤整備 

相談支援の充実 

介護保険以外の 
福祉サービスの充実 

家族介護者への 
支援の充実 

安心できる住まい 
住まい方の支援 

高齢者福祉サービスの充実／生活援助サービスの継続／高齢者等の移動・
移送手段の確保の継続 

地域包括支援センターの機能強化（充実） 

住宅改修相談事業の推進／住宅改修給付事業の推進／家具転倒防止器具等
取付の推進／高齢者住宅の適正な管理・運営の継続／公営住宅の情報提供
体制整備の継続／高齢者の新たな住まいと住まい方の検討／特別養護老人
ホーム整備の検討 

介護者の負担軽減の推進 

地域づくりの推進 

権利擁護事業の推進 

高齢者虐待防止 
対策の推進 

生活支援体制整備 
事業の推進 

認知症の理解促進（推進） 

認知症の相談・支援体制の充実／認知症連携会議の充実／認知症の早期診
断・早期対応の充実 

認知症のケア 
・医療の充実 

認知症施策の推進と
理解の醸成 

認知症の方と家族を
支える地域づくり 

在宅医療・介護連携に関する普及啓発の充実／ACP（人生会議）等の普及
啓発の実施 

在宅医療をサポート
する体制づくり 

在宅医療のための 
市民啓発 

事業者との連携による見守りの推進／認知症による行方不明高齢者の早期
発見／生活支援コーディネーターの配置による体制整備の推進 

行政による 
見守り支援 

地域のネットワーク 

高齢者虐待防止対策の推進 

ボランティア活動等
の支援 

介護人材の確保・ 
定着の推進 

介護予防・日常生活支援総合事業の推進／介護職員宿舎借上支援事業の推
進／介護分野への就労支援の推進／介護サービス事業者振興事業等の推進 

【個別事業・取り組み名の定義】 
・充実：第８期計画でさらに質を向上していく事業 ・推進：第８期計画でさらに質と量を向上していく事業 
・実施：第８期計画で新しく始める事業 ・検討：第８期計画で事業の検討を始めるもの 
・継続：第７期計画から引き続き現状維持で続けていく事業 
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２ 施策展開  

基本目標１ 生きがいのある充実した生活の支援   
高齢者が生きがいを持ち、健康を維持しつつ、それまで培った技能や技術を発揮し、社

会のなかで役割を担いながら地域共生社会の一員として活躍ができる、健康長寿の社会づ

くりを目指します。 

また、心身機能が低下したり、生活習慣病、要介護状態にならないように、介護予防・

重度化防止のための事業を展開します。特に、近年注目されているフレイル予防について

は、介護予防の側面からだけでなく、保健事業と一体的に推進することで、より効果的・

効率的に進めていきます。 

 

 

 

 

基本施策（１）健康づくり・介護予防の一体的推進           

◆～今後３年間の施策の方向性～ 

高齢者が、健やかで質の高い生活を維持し、健康寿命を延ばしていくことができるよ

う、疾病予防と早期発見も含めた多様な健康づくり事業を推進します。 

また、高齢者の保健事業と介護予防を一体的に推進することで、効果的、効率的に高

齢者の状況を把握し、支援につなげていきます。 

 

介護予防と保健
事業の一体的な
フレイル予防の
推進

生きがいの
ある生活

社会参加
の促進

介護予防・
重度化防止
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◆計画期間の主な取り組み 

ア 健康づくりの推進 

○市のご当地介護予防体操「さくら体操」を通じた地域での健康づくりを支援しま

す。また、ラジオ体操などの、さくら体操以外の介護予防に関する取り組みについ

ても、可能な支援を検討します。 

○加齢による身体機能や生活機能の低下を抑え、疾病の予防と早期発見及び健康づく

りのため、健康診査や各種健康相談の充実を図ります。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

①さくら体操の推進（介護福祉課） 

②健康相談・指導の充実（健康課）※他計画再掲 

③健康診査等の充実（保険年金課・健康課）※他計画再掲 

④感染症の予防の推進（健康課） 

⑤健康講演会の充実（健康課） 

⑥歯と口腔の健康の充実（健康課）※他計画再掲 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

① さくら体操の推進 

 

さくら体操の普及啓発を図り、会場や参加者を増やし

ます。 

内容の充実を図るため、市内のリハビリテーション専

門職が会場を巡回し、助言・指導を行い、運動効果や

満足度の向上を目指します。 

また、会場ごとに先頭に立って活動するボランティア

（介護予防リーダー）の養成講座を実施します。 

 

【感染症対策】 

活動を休止・縮小している会場が多いため、可能な範

囲で再開等できるよう、市及び地域包括支援センター

の保健師等による消毒指導等を継続して実施します。 

また、オンライン上での実施、体操動画の配信及びＤ

ＶＤの貸与等新しい活動方法の実施に向けた検討を行

います。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

さくら体操の会場数（か所） 46 17 46 

さくら体操の延参加者数（人） 12,200 3,700 12,200 

新規介護予防リーダー養成者数（人） 17 0 年間10 
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No 事業名 事業概要 所管課 

③ 
健康診査等の充実 

※他計画再掲 

 

高齢者の健診の活用やかかりつけ医との連携等によ

り、特定健診受診率の向上や、フレイル予防も視野に

入れ、疾病・寝たきり等へつながる、生活習慣病の早

期発見に努めます。 

また、特定健康診査及び後期高齢者医療健康診査の受

診者、４０歳以上の集団健康診査の受診者等を対象

に、フォロー健診として検査項目を上乗せして実施し

ます。 

 

【感染症対策】 

受診券に下記の注意点を加えた案内文を同封します。 

・緊急事態宣言中は原則実施しません。 

・受診期間は変更になる場合があります。 

・医療機関内の密集を避けるため、受診前に医療機関

へ連絡してください。 

 

保険年金課 

健康課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

特定健診受診率（％） 54.1 57.5 60 

後期高齢健康診査受診率（％） 59.1 61 61 

 

イ 介護予防・重度化防止の推進 

○総合事業について、地域包括支援センターを中心とした介護予防ケアマネジメント

のもとで、訪問・通所型のサービス、一般介護予防事業、住民主体の活動の推進を

図ります。 

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施を進めることで、効果的・効率的な予防

事業に取り組みます。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑦介護予防・日常生活支援総合事業の推進（介護福祉課） 

⑧介護予防ケアマネジメントの推進（介護福祉課） 

⑨高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施（保険年金課・介護福祉課・健康課）新規 
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（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑦ 
介護予防・日常生活 

支援総合事業の推進 

 

訪問型・通所型いずれも現行相当と市基準によるサー

ビスを提供しています。 

このうち、市基準によるサービス提供の担い手とし

て、訪問型については市生活支援ヘルパーを、通所型

については市認定サブスタッフをそれぞれ人員基準と

して整備し、養成します。 

また、短期集中で実施するサービス（サービスＣ）の

創設と同サービスにおける担い手の活用を検討し、総

合事業を推進します。 

 

【感染症対策】 

新たな担い手の養成が難しい状況にあるため、当面は

既に担い手である方々の活動の支援や意欲の維持に努

めます。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

新たな担い手の稼働率 

（実働者数/養成者数×100）（％） 
30 15 45 

 

（ウ）新規事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑨ 

高齢者の保健事

業と介護予防の

一体的実施 

 

医療・介護データから、地域の健康課題や具体的な健康課題

を抱えていたり、閉じこもりがちな高齢者等を把握し、必要

な医療・介護サービスにつなげます。 

また、これまで保健事業で行っていた疾病・重症化予防と併

せて介護予防を行い、保健・医療専門職が通いの場等に関わ

ることにより、フレイル予防にも着眼した高齢者への支援体

制を構築します。 

 

保険年金課 

介護福祉課 

健康課 
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基本施策（２）社会参加の促進                     

◆～今後３年間の施策の方向性～ 

高齢者が生きがいを持ち、地域共生社会の一員として活躍ができるように、市民活動

団体等地域資源の協力も得て、社会参加の場と機会の提供をします。 

 

◆計画期間の主な取り組み 

ア 生涯学習・生涯スポーツの推進 

○高齢者の価値観・ライフスタイルの多様化や高い学習意欲、健康・体力づくりへの

指向に対応し、自由に生涯学習・生涯スポーツを行える機会を提供します。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑩包括連携協定締結校等との連携による活動支援の検討（介護福祉課） 

⑪健康・スポーツ活動の支援の充実（生涯学習課）※他計画再掲 

⑫文化学習事業の充実（公民館） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑪ 

健康・スポーツ活動の

支援の充実 

※他計画再掲 

 

シニアスポーツフェスティバルの実施により、高齢者

の健康の維持・増進を図るとともに体力づくりを通し

て明るく充実した日常生活が送れるように努めます。 

 

【感染症対策】 

感染拡大状況等を踏まえ、高齢者を対象とした事業に

ついては特に感染リスクが高いことも考慮し、定員数

の見直しも含め、大会の簡素化等を検討します。 

 

生涯学習課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

大会参加者数（人） 961 中止 700 
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イ 交流の場の確保と推進 

○高齢者が、地域コミュニティのなかで活躍や交流ができる機会を提供します。 

○様々なニーズに対応するために、高齢者いきいき活動推進員を中心に、いきいき活

動を進めます。 

○生活支援コーディネーターを中心に、地域での居場所づくりを進めます。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑬敬老行事等の継続（介護福祉課） 

⑭おとしより入浴事業の継続（介護福祉課） 

⑮高齢者いきいき活動事業の推進（介護福祉課） 

⑯老人クラブ（悠友クラブ）活動支援と高齢者いこいの部屋利用の支援（推進） 

（介護福祉課） 

⑰高齢者（いきいき）農園の継続（経済課）※他計画再掲 

⑱地域の居場所に対する支援の充実（介護福祉課） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑮ 
高齢者いきいき活動 

事業の推進 

 

高齢者いきいき活動推進員が中心となり、趣味、体操

等、健康増進活動、各種講座、そのほかの生きがい活

動を実施します。また、利用促進に向け、広報等の充

実を図ります。 

 

【感染症対策】 

従来の通学講座以外に、通信講座やビデオを活用した

講座の実施を検討します。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

高齢者いきいき活動講座参加率 

（延受講人数／延募集人数×100）（％） 
87 80 91 
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No 事業名 事業概要 所管課 

⑯ 

老人クラブ（悠友クラ 

ブ）活動支援と高齢者

いこいの部屋利用の支

援（推進） 

 

高齢者の生活を健全で豊かなものにし、高齢者の福祉

の増進に資することを目的として補助金を交付し、健

康づくりに係る活動を支援します。 

また、市内の老人クラブ（悠友クラブ）や高齢者グル

ープ等の定期的な地域活動や、健康増進を目的とする

活動のための会場として「高齢者いこいの部屋」の支

援も行います。 

 

【感染症対策】 

いこいの部屋の利用にあたっては、感染症対策を行う

よう利用者への周知を実施します。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

高齢者いこいの部屋稼働率（使用時間概

数（7施設）／営業時間概数（7施設）×

１００）（％） 

54.9 30 60 

 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑱ 
地域の居場所に対する

支援の充実 

 

生活支援コーディネーターを中心に、地域包括支援セ

ンターや社会福祉協議会などの関係機関と連携し、ま

た、認知症カフェについては認知症地域支援推進員と

協力しながら、居場所の立ち上げや活動継続に対して

支援します。 

立ち上げに対しては活用可能な場所や類似の居場所に

関する情報提供等を、活動継続に対しては市内の居場

所の情報をまとめた冊子と圏域ごとに情報を地図に落

とし込んだマップを交互に作成するとともに、情報を

市ホームページにも掲載し、高齢者や関係者に周知を

行うとともに居場所間の交流活動への活用を図りま

す。 

 

【感染症対策】 

活動を休止している居場所が多いため、再開時の注意

点に関する説明会や、オンライン上での活動、訪問に

よる代替活動など新たな活動方法の提案や、そのため

に必要な講座等の実施を検討します。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

市内の居場所の情報をまとめた冊子

への掲載居場所数（か所） 
143 → 153 
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基本施策（３）高齢者の就労支援                    

◆～今後３年間の施策の方向性～ 

就労を望む高齢者が、それまで培った技能や技術を活かしながら、地域共生社会

の一員として活躍できる場の提供に努めます。 

 

◆計画期間の主な取り組み 

ア 高齢者の就労支援 

○関係機関と連携し、就労を望む高齢者の適性と能力に応じた就労を支援します。 

○市の仕組みを活用した就労支援を促します。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑲シルバー人材センターへの支援の推進（介護福祉課） 

⑳「こがねい仕事ネット」における就労支援の充実（経済課） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑲ 
シルバー人材センター

への支援の推進 

 

高齢者の就業の場の提供や、社会参加等を提供するシ

ルバー人材センターに対し、設立目的が達成されるよ

う、継続的に補助金の交付を行うほか、会員増強の促

進や就業率の向上を目指し、事業内容の広報支援を行

います。また、重要課題である事務所や作業場の移転

に関しても、引き続き安定運営を目指し、支援を行い

ます。 

 

【感染症対策】 

感染症の影響により、受注事業が減少したことを受

け、市の事業について、シルバー人材センターへの委

託が可能なものがないか、検討します。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

就業率（就業実人員／年度末

会員数×１００）（％） 
87 70 88.5 
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基本目標２ 地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり 

高齢者が住み慣れた地域のなかで、自立して安心した暮らしを続けることができるよ

う、介護保険以外の福祉サービスを含めて包括的に支援するとともに、認知症高齢者等へ

の総合的な支援、在宅医療と介護との連携等を進めます。 

特に、認知症施策に関しては、国の「認知症施策推進大綱」に基づき、認知症になって

も住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる「共生」を目指し、「予防」と両輪で取

り組みを進めます。 

 

 

基本施策（１）在宅生活支援の充実                    

◆～今後３年間の施策の方向性～ 

在宅生活を支援するために、介護保険サービスと併せ、介護保険以外の福祉サービス

の活用や民間の地域資源の充実に向けた支援を行います。 

また、地域包括支援センターの機能強化を含め、相談支援体制を充実させるほか、家

族介護者の支援及び住環境の整備を行う等、在宅生活支援の充実を図ります。 

 

◆計画期間の主な取り組み 

ア 地域に密着したサービスの基盤整備 

○介護を必要とする高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよ

う、介護保険サービスの利用支援の充実を図ります。 

 

  

在宅生活支援の充実

在宅医療と介護の
連携の推進

認知症施策の更なる
推進

地域で自立して
暮らし続ける
仕組みづくり
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（ア）個別事業・取り組み 

①介護保険サービスの利用支援の充実（介護福祉課） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

① 
介護保険サービスの利

用支援の充実 

 

介護サービスを必要とする方が、必要なサービスを利

用できるよう、本人やその家族の方に対する情報提

供・相談支援を充実します。引き続き、制度改正に則

した介護保険パンフレットの配布やホームページでの

周知等を行い、制度の理解を深めるための情報提供に

努めます。また、利用者及び介護者のみならず、広く

市民に対しても、介護保険制度を正しく理解していた

だくような情報提供に努めるとともに、地域において

高齢者やその家族の方に対する総合的な相談・支援を

行う窓口である地域包括支援センターの周知を図りま

す。 

 

【感染症対策】 

サービス提供にあたっては、感染症対策を実施するよ

う、事業所へ指導します。また国、都からの最新情報

を事業所へ周知していきます。 

 

介護福祉課 

 

イ 介護保険以外の福祉サービスの充実 

○介護保険サービスに併せて、在宅生活を継続するための支援や移送支援に関する介

護保険以外の福祉サービスを充実します。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

②高齢者福祉サービスの充実（おむつサービス、寝具乾燥等）（介護福祉課） 

③生活援助サービスの継続（介護福祉課） 

④高齢者等の移動・移送手段の確保の継続（交通対策課・自立生活支援課）※他計画再掲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４章 

施策の展開 

63 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

② 

高齢者福祉サービスの

充実（おむつサービ

ス、寝具乾燥等） 

 

市独自で実施しているおむつ給付、寝具乾燥等の在宅

支援に関するサービスの充実を図り、必要なサービス

の提供に努めます。また、配食サービス等の実施によ

り、高齢者の健康と自立生活の安定、安否確認を行い

ます。 

 

【感染症対策】 

サービス提供にあたっては、感染症対策を実施するよ

う、事業者へ指導します。安否確認を兼ねているた

め、対面での事業実施を継続します。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

おむつサービス登録者数（人） 56 58 64 

寝具乾燥登録者数（人） 109 111 123 

 

ウ 相談支援の充実 

○地域包括支援センターの機能充実を図り、地域包括ケアシステムの中核として相談

支援体制等の強化を目指します。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑤地域包括支援センターの機能強化（充実）（介護福祉課） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑤ 
地域包括支援センター

の機能強化（充実） 

 

地域包括ケアシステムにおける中核的な機関として、

医療、介護、介護予防、住まい、生活支援を包括的に

提供できる体制の構築のため関係機関と連携して関連

事業を推進します。 

事業の評価については、地域包括支援センターの業務

が多岐にわたり、適切な数値目標の設定が困難なこと

から、国が実施するセンターの事業評価を通じた機能

強化に関する調査結果を活用します。同評価では、全

国平均と比べ医療・介護連携をはじめとした事業間連

携は評価が高いものの、介護予防ケアマネジメント・

介護予防支援の評価が低いため、評価の低い事業を重

介護福祉課 
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点的に対応しながら全体の機能強化が図れるよう事業

計画の策定等を行います。 

事業評価の結果については、毎年介護保険運営協議会

に報告し、機能強化の進捗状況を確認します。運営協

議会での意見等をもとに事業計画を作成することによ

りＰＤＣＡに取り組み、継続的なセンターの機能強化

を図ります。 

また、センターにおけるＩＣＴの利活用の推進につい

ても検討します。 

 

 

エ 安心できる住まい・住まい方の支援 

○高齢者が、介護が必要になった場合でも安心して自宅に住み続けることができるよ

うに、相談体制を整えるとともに、自立した生活を安心して継続できるように、バ

リアフリー化等の住宅改修等、住まいに関する環境整備を支援します。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑥住宅改修相談事業の推進（介護福祉課） 

⑦住宅改修給付事業の推進（介護福祉課） 

⑧家具転倒防止器具等取付の推進（介護福祉課） 

⑨高齢者住宅の適正な管理・運営の継続（まちづくり推進課）※他計画再掲 

⑩公営住宅の情報提供体制整備の継続（まちづくり推進課） 

⑪高齢者の新たな住まいと住まい方の検討（まちづくり推進課・介護福祉課） 

⑫特別養護老人ホーム整備の検討（介護福祉課） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑦ 住宅改修給付事業の推進 

 

住宅改修について、介護保険事業と住宅改修給付事

業（介護保険外）の連携を図り、在宅高齢者の住宅

環境の整備を支援します。住宅改修の助成制度につ

いて周知拡大の工夫に努め、住宅改修の需要に応じ

るようにします。 

 
介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

住宅改修給付件数（介護保険外） 28 26 34 
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No 事業名 事業概要 所管課 

⑫ 
特別養護老人ホーム整備

の検討 

 

待機者数の推移を見つつ、特別養護老人ホームの整

備を検討します。 

 
介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

特別養護老人ホーム施設数 ３ → ４ 

 

オ 家族介護者への支援の充実 

○介護の形態も担い手の形態も多様化し、また、介護離職等、介護を取り巻く社会問

題が拡大するなかで、多様な観点から家族介護者の支援を行います。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑬介護者の負担軽減の推進（介護福祉課） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑬ 介護者の負担軽減の推進 

 

高齢者や認知症の方を介護する家族の方を対象に、

相談、介護教室、交流会等の機会を通して、介護に

よる身体的・精神的負担の軽減を図ります。 

また、緊急を要する理由で介護者が介護できない時

に、介護が必要な方を一時的に施設で介護します。 

 

【感染症対策】 

介護教室、交流会等については、状況に応じ、事業

を休止・縮小する必要が生じるため、常に最新の情

報を注視し、検討を行います。また、オンラインの

活用、電話による代替実施等の検討を行います。 

 

介護福祉課 
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基本施策（２）認知症施策の更なる推進                 

◆～今後３年間の施策の方向性～ 

国の「認知症施策推進大綱」に基づき、「共生」と「予防」を両輪として施策を推進

していくことを前提とし、認知症の方やその家族の方の視点を重視し、認知症への理解

を深め、認知症高齢者等にやさしい地域づくりを総合的に支援します。 

 

◆計画期間の主な取り組み 

ア 認知症施策の推進と理解の醸成 

○幅広い世代の市民の方に対し、認知症サポーター養成講座等を通じて、認知症の理

解促進を図ります。また、より深い理解、行動につなげるために、ステップアップ

講座等を実施します。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑭認知症の理解促進（推進）（介護福祉課） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑭ 
認知症の理解促進

（推進） 

 

認知症の方ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮ら

し続けることができるよう、成人だけではなく、小中学生

への認知症サポーター養成講座である「キッズ認サポ」等

を通じて多世代へ認知症に関する普及啓発を実施します。

また、認知症サポーター養成講座を既に受講した方に対

し、ステップアップ講座を実施し、協力者の育成に努める

とともに、小金井市版チームオレンジの設置に向けた検討

を行います。 

併せて、若年性認知症の方やその家族の方を支援するた

め、理解促進に努めるとともに、相談窓口等の広報を実施

します。 

 

【感染症対策】 

状況に応じ、事業を休止・縮小する必要が生じるため、常

に最新の情報を注視し、検討を行います。また、従来の通

学講座以外に、通信講座の実施に向けた検討を行います。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

認知症サポーターの累計養成者数（人） 6,751 7,100 8,150 
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イ 認知症のケア・医療の充実 

○認知症の相談体制を充実させ、早期診断・早期対応を軸とした医療・介護等の有機

的な連携により、認知症の容態に応じた適時・適切なケアと医療の提供を支援しま

す。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑮認知症の相談・支援体制の充実（介護福祉課） 

⑯認知症連携会議の充実（介護福祉課） 

⑰認知症の早期診断・早期対応の充実（介護福祉課） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑮ 
認知症の相談・支援体

制の充実 

 

医療機関や介護サービス及び地域の支援機関の間の連

携を図るための支援、認知症の方やその家族の方を支

援する相談業務、社会参加活動のための体制整備等を

行うため、認知症地域支援推進員を配置し、地域にお

ける支援体制の構築と認知症ケアの向上を図ります。 

 
介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

計画策定時のアンケート調査による

認知症相談窓口の認知度（％） 
29.6 → 50 

 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑰ 
認知症の早期診断・早

期対応の充実 

 

認知症が疑われるものの、医療・介護等の安定的な支

援を受けていない方に対し、認知症地域支援推進員、

認知症サポート医等によるチームで訪問を行う認知症

初期集中支援事業を実施します。 

また、認知症検診を実施し、認知症の早期診断・早期

対応に関する取り組みを行います。 

 

【感染症対策】 

自宅等にいながらパソコンやスマートフォンから簡単

に認知症のチェックを行える、認知症簡易チェックサ

イトや東京都が作成した「自分でできる認知症の気づ

きチェックリスト」の普及啓発を図ります。 

 

介護福祉課 
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ウ 認知症の方と家族を支える地域づくり 

○認知症の方やその家族の方を支える地域づくりのために、認知症カフェ等の居場所

づくりを行うなど、認知症の方とその家族の方を支える地域づくりの推進を図りま

す。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑱地域の居場所づくり（認知症カフェ等）の充実（介護福祉課） 

⑲やすらぎ支援（認知症高齢者家族支援活動）の充実（介護福祉課） 

⑳認知症による行方不明高齢者の早期発見（推進）（介護福祉課） 

⑬介護者の負担軽減の推進（介護福祉課）※本計画再掲 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑱ 

地域の居場所づくり

（認知症カフェ等）の

充実 

 

市内関係機関と連携を図り、認知症カフェ等、認知症

の方と家族の方の居場所づくりを行います。 

 

【感染症対策】 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、市で把握し

ている８団体中5団体が認知症カフェの活動を休止して

いることから、感染症対策に係る指導を行うなど、早

期に事業を再開できるよう支援します。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

認知症カフェ等の開催場所数（か所） 4 8 11 
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No 事業名 事業概要 所管課 

⑳ 

認知症による行方不明

高齢者の早期発見（推

進） 

 

認知症の方の身元不明等の事故を防止するとともに、

その家族等の精神的負担の軽減を図るため、位置情報

が検知できる発信機の貸与等を実施します。 

また、専用の靴に入れるＧＰＳ発信機の貸与も開始し

ます。 

さらに、市内商店会と連携し、行方不明高齢者捜索協

力支援アプリの普及啓発等に努め、地域における捜索

協力体制の強化を図ります。 

 

【感染症対策】 

新型コロナウイルス感染症の感染状況により、従来、

委託事業者が手渡しで行っていたＧＰＳ発信機貸与を

郵送にて行い、委託事業者がマニュアルと電話でフォ

ローします。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

GPS発信機貸与件数 10 11 14 

見守りシール利用者数（人） 6 ７ 10 

 

 

図表 ３１ 認知症施策推進大綱の概要 

 

  

認知症施策
推進大綱「共生」とは、認知症の人が、尊厳と

希望を持って認知症とともに生きる、
また、認知症があってもなくても同じ
社会でともに生きるという意味

「予防」とは、「認知症にならない」
という意味ではなく、「認知症になる
のを遅らせる」「認知症になっても進
行を緩やかにする」という意味

共生 予防

具体的な施策の5つの柱

普及啓発・本人発信支援１

認知症バリアフリーの推進・若年性
認知症の人への支援・社会参加支援

４

医療・ケア・介護サービス
・介護者への支援

３予防２

研究開発・産業促進・国際展開５



 

70 

基本施策（３）在宅医療と介護の連携の推進               

◆～今後３年間の施策の方向性～ 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるために、在宅医療と介護の連

携による相談体制や介護・医療機関等も含めたサービス提供体制を強化し、切れ目ない

サービス提供体制の実現に努めます。 

また、在宅医療・介護連携推進事業を通じて目指すべき理想像を次のとおり設定し、

市民や関係者の方向性を共有するとともに、気運の醸成に努めます。 

 

住み慣れた地域で、いつまでも自分らしく穏やかに暮らせるよう

に、地域の医療・介護関係者が連携し、本人の自己決定を支えていく

小金井市を目指す 

 

◆計画期間の主な取り組み 

ア 在宅医療をサポートする体制づくり 

○在宅医療・介護連携を継続的に実施するために、医療資源マップを適宜更新するな

ど、効率的・効果的な、医療・介護情報の共有の推進を図ります。 

○市医師会と連携し、在宅医療・介護連携支援室の機能を充実させ、関係機関を対象

とした相談や研修の推進を図ります。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

㉑医療資源マップの充実（介護福祉課） 

㉒在宅医療・介護連携支援室の充実（介護福祉課） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

㉑ 医療資源マップの充実 

 

医療資源を調査し、医療資源マップとしてまとめ、市

民、関係機関等へ配布します。 

 

介護福祉課 
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イ 在宅医療のための市民啓発 

○在宅医療に対する不安や疑問を解消し、その普及啓発を図るために、情報提供やリ

ーフレットの発行、講演会等を開催して、普及啓発を進め、ACPを含め自己決定

を支える取り組みの推進を図ります。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

㉓在宅医療・介護連携に関する普及啓発の充実（介護福祉課） 

㉔ACP（人生会議）等の普及啓発の実施（介護福祉課）新規 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

㉓ 
在宅医療・介護連携に

関する普及啓発の充実 

 

在宅医療・介護連携に関する講演会、在宅療養に関す

るリーフレットの配布等を実施し、市民に対する普及

啓発を行います。 

 

【感染症対策】 

状況に応じ、事業を休止・縮小する必要が生じるた

め、常に最新の情報を注視し、検討を行います。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

アンケートによる講座満足度

（％） 
－ 75 80 

 

 

 

 

 

 

 

No 事業名 事業概要 所管課 

㉒ 
在宅医療・介護連携支

援室の充実 

 

医療・介護関係者を対象とした在宅医療・介護連携に

関する相談窓口を設置・運営するとともに、多職種が

参加する研修等を実施することにより、連携の促進を

図ります。 

 

介護福祉課 
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（ウ）新規事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

㉔ 
ACP（人生会議）等

の普及啓発の実施 

 

将来の変化に備え、将来の医療・介護のケア、看取り

等について本人・関係者が話し合い、本人の意思決定

を支援するアドバンス・ケア・プランニング（人生会

議）等の普及啓発を行います。 

 

介護福祉課 
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基本施策（４）生活支援体制整備の推進                 

◆～今後３年間の施策の方向性～ 

地域ケア会議、協議体（１層・２層）で検討されている地域課題の解決に向け、生活

支援体制の更なる充実を図ります。 

また、生活支援体制整備事業を通じて目指すべき地域像を次のとおり設定し、市民や

関係者の方向性を共有するとともに、気運の醸成に努めます。 

 

お互いさまからつながる地域づくり 

～住民主体の生きがいのあるまちをつくろう～ 

◆計画期間の主な取り組み 

ア 生活支援体制整備事業の推進 

○市内４つの日常生活圏域ごとに配置された生活支援コーディネーターを中心と

して、ほかの専門職とも連携しながら、地域ケア会議や協議体で抽出した地域課

題の解決に向けた生活支援体制、地域資源の充実を進めます。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

㉕地域課題検討の協議の充実（介護福祉課） 

㉖生活支援コーディネーターの配置による体制整備の推進（介護福祉課） 

㉗地域資源等の見える化の充実（介護福祉課） 

１-⑱地域の居場所に対する支援の充実（介護福祉課）※本計画再掲 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

㉕ 
地域課題検討の協議の充

実 

 

生活支援事業協議体を開催し、第1層協議体では、取

り組むべき課題の整理等を、圏域レベルの地域ケア会

議を兼ねる第２層協議体では、圏域ごとの課題解決方

法や課題抽出等を検討します。 

検討結果については、市レベルの地域ケア会議とも連

動させ、施策へ反映します。 

また、圏域ごとの課題解決を図るため、地域住民や介

護事業所、商店会等と協議し、参加者が課題解決の担

い手となれるような場の設置を図ります。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

圏域レベルの課題解決に向けた住民

主体の協議の場の設置（か所） 
0 → 2 
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No 事業名 事業概要 所管課 

㉖ 

生活支援コーディネータ

ーの配置による体制整備

の推進 

 

市及び各地域包括支援センターに配置されている生活

支援コーディネーターが、個別相談や生活支援協議体

を通じ、生活支援に関係する担い手や居場所の不足な

どのニーズ、人材や活動可能場所などの地域資源の把

握に努め、ニーズと地域資源のマッチングやネットワ

ーク化を図ります。 

 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 所管課 

１-⑱ 

地域の居場所に対する支

援の充実 

※本計画再掲 

 

生活支援コーディネーターを中心に、地域包括支援セ

ンターや社会福祉協議会などの関係機関と連携し、ま

た、認知症カフェについては認知症地域支援推進員と

協力しながら、居場所の立ち上げや活動継続に対して

支援します。 

立ち上げに対しては活用可能な場所や類似の居場所に

関する情報提供等を、活動継続に対しては市内の居場

所の情報をまとめた冊子と圏域ごとに情報を地図に落

とし込んだマップを交互に作成するとともに、情報を

市ホームページにも掲載し、高齢者や関係者に周知を

行うとともに居場所間の交流活動への活用を図りま

す。 

 

【感染症対策】 

活動を休止している居場所が多いため、再開時の注意

点に関する説明会や、オンライン上での活動、訪問に

よる代替活動など新たな活動方法の提案や、そのため

に必要な講座等の実施を検討します。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

市内の居場所の情報をまとめた冊

子への掲載居場所数（か所） 
143 → 153 
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基本目標３ 地域共生社会の実現に向けた仕組みづく

りと人材育成 

高齢者が、地域で安心・安全に暮らしていくため、また、地域共生社会の実現を目指

すため、福祉意識の醸成、地域で互いに支え合う人材育成や仕組みづくりを推進しま

す。 

地域づくりについてはかねてより取り組みを進めてきましたが、地域の課題を関係者

で共有・解決策を検討し、各々の目的に合わせて集まり、互いに支え合う体制を推進す

るものとして再整理し、地域共生社会の実現に向けた地域づくりを目指します。 

 

 

 

基本施策（１）地域づくりの推進                    

◆～今後３年間の施策の方向性～ 

高齢者が、地域で安心・安全に暮らしていくことができるよう、日常生活圏域ごと

の地域づくりを通して、地域共生社会の実現を目指します。 

 

◆計画期間の主な取り組み 

ア 地域づくりの推進 

〇通いの場を整備し、住民が参加しやすい体制の整備に努めます。 

○日常生活圏域ごとに、地域課題に応じた地域資源の充実に努めます。 

 

福祉意識の醸成

地域の居場所
・通いの場

人材の確保・育成

地域の課題
検討・共有
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（ア）個別事業・取り組み 

１-⑱地域の居場所に対する支援の充実（介護福祉課）※本計画再掲 

２-㉕地域課題検討の協議の充実（介護福祉課）※本計画再掲 

２-㉖生活支援コーディネーターの配置による体制整備の推進（介護福祉課）※本計画再掲 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

１-⑱ 

地域の居場所に対する

支援の充実 

※本計画再掲 

 

生活支援コーディネーターを中心に、地域包括支援セ

ンターや社会福祉協議会などの関係機関と連携し、ま

た、認知症カフェについては認知症地域支援推進員と

協力しながら、居場所の立ち上げや活動継続に対して

支援します。 

立ち上げに対しては活用可能な場所や類似の居場所に

関する情報提供等を、活動継続に対しては市内の居場

所の情報をまとめた冊子と圏域ごとに情報を地図に落

とし込んだマップを交互に作成するとともに、情報を

市ホームページにも掲載し、高齢者や関係者に周知を

行うとともに居場所間の交流活動への活用を図りま

す。 

 

【感染症対策】 

活動を休止している居場所が多いため、再開時の注意

点に関する説明会や、オンライン上での活動、訪問に

よる代替活動など新たな活動方法の提案や、そのため

に必要な講座等の実施を検討します。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

市内の居場所の情報をまとめた

冊子への掲載居場所数（か所） 
143 → 153 
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No 事業名 事業概要 所管課 

２-㉕ 

地域課題検討の協議の

充実 

※本計画再掲 

 

生活支援事業協議体を開催し、第1層協議体では、取

り組むべき課題の整理等を、圏域レベルの地域ケア会

議を兼ねる第２層協議体では、圏域ごとの課題解決方

法や課題抽出等を検討します。 

検討結果については、市レベルの地域ケア会議とも連

動させ、施策へ反映します。 

また、圏域ごとの課題解決を図るため、地域住民や介

護事業所、商店会等と協議し、参加者が課題解決の担

い手となれるような場の設置を図ります。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

圏域レベルの課題解決に向けた住

民主体の協議の場の設置（か所） 
0 → 2 

 

No 事業名 事業概要 所管課 

２-㉖ 

生活支援コーディネー

ターの配置による体制

整備の推進 

※本計画再掲 

 

市及び各地域包括支援センターに配置されている生活

支援コーディネーターが、個別相談や生活支援協議体

を通じ、生活支援に関係する担い手や居場所の不足な

どのニーズ、人材や活動可能場所などの地域資源の把

握に努め、ニーズと地域資源のマッチングやネットワ

ーク化を図ります。 

 

介護福祉課 
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基本施策（２）高齢者の見守り支援の充実                

◆～今後３年間の施策の方向性～ 

ひとり暮らし高齢者等の孤独感、不安感の軽減と安否確認を図ります。民間事業者等

との連携を進めるとともに、民生委員、町会・自治会活動等、隣近所のつながりにより

高齢者の安心・安全を確保する活動を支援します。 

 

◆計画期間の主な取り組み 

ア 行政による見守り支援 

○救急通報システムの貸与、高齢者の実態把握や見守り支援の協力体制づくり、避難

行動要支援者の支援体制の充実を図ります。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

①救急通報システム機器の貸与の推進（介護福祉課） 

②高齢者地域福祉ネットワーク事業の充実（地域福祉課・介護福祉課）※他計画再掲 

③高齢者見守り支援事業の推進（介護福祉課） 

④避難行動要支援者支援体制の充実（地域福祉課）※他計画再掲 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

① 
救急通報システム機器

の貸与の推進 

 

６５歳以上のひとり暮らし、６５歳以上のみ世帯（日

中又は夜間のみ独居も可）で、慢性疾患等で常時注意

が必要な方に、利用者の要望に応じ無線発報器等を貸

与します。 

また、在宅の認知症高齢者を対象とした住宅火災直接

通報システムの導入を検討します。 

 

【感染症対策】 

緊急事態宣言が発令された場合は、点検の時期を延期

する場合があります。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

救急通報システム機器貸与件数 69 71 78 
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No 事業名 事業概要 所管課 

③ 
高齢者見守り支援事業

の推進 

 

ひと声訪問、友愛活動、高齢者福祉電話の貸与によ

り、ひとり暮らし高齢者等の安否確認を実施します。 

 

【感染症対策】 

友愛活動については、コロナ禍における新規申込者へ

の対応として、シルバー人材センターにより、電話訪

問を行う「準友愛活動」として対応します。 

 介護福祉課 

成果指標 
実績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

友愛活動員数（人） ６ ６ ７ 

友愛活動事業利用者数（人） 10 11 14 

ひと声訪問利用者数（人） 148 142 158 

 

 

図表 ３２ 高齢者の見守り体制イメージ図 

 

  

見守り対象者
（要介護者等）

家族・親族

地域住民

行政

協定締結事業者による見守り

救急通報システム
（独居等対象）

GPS発信機
（認知症対象）

自治会等の地域の繋がり
通いの場・サロン活動等での繋がり

高齢者地域福祉ネットワーク事業
（民生委員活動）

高齢者見守り支援事業
（友愛活動・ひと声訪問等）

民間事業者
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イ 地域のネットワーク 

○地域住民や民間事業者等と連携して、独居高齢者や認知症高齢者等のハイリスク者

に対する見守り体制の充実に努めます。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑤事業者との連携による見守りの推進（介護福祉課） 

２-⑳認知症による行方不明高齢者の早期発見（推進）（介護福祉課）※本計画再掲 

２-㉖生活支援コーディネーターの配置による体制整備の推進（介護福祉課）※本計画再 

  掲 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑤ 
事業者との連携による

見守りの推進 

 

地域から孤立しがちな高齢者が、安心して暮らせる地

域社会の構築のために、民間事業者等と連携し、見守

りが必要な高齢者の発見や安否確認に努めます。市内

の商店等に協力を依頼し、見守り協定をより地域性の

高いものにします。 

 

【主な締結事業者】 

介護関連、金融機関、生協、ライフライン、小売、清

掃、交通・運輸、配食、商店会、新聞販売同業組合、

水道局、郵便局、浴場組合、社協、シルバー人材セン

ター、老人クラブ連合会、その他自営等 

 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

協定事業者数（累計事業者数） 60 63 64 
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基本施策（３）権利擁護の推進                     

◆～今後３年間の施策の方向性～ 

高齢者を対象とした消費者被害を未然に防止するよう努めます。 

また、判断力が低下した高齢者のために、財産の管理、福祉サービスの契約問題等に

ついて、法的な支援や保護に努めます。 

高齢者の尊厳の保持にとって虐待を防止することは極めて重要であることから、高

齢者虐待の防止、養護者に対する支援に努めます。 

 

◆計画期間の主な取り組み 

ア 権利擁護事業の推進 

○高齢者の消費者被害、財産管理、福祉サービスの契約等、高齢者の権利が侵害され

ないような援護体制を整備します。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑥消費者被害の未然防止の推進（介護福祉課・経済課） 

⑦福祉サービス苦情調整委員制度の継続（地域福祉課）※他計画再掲 

⑧権利擁護センター利用の推進（地域福祉課）※他計画再掲 
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（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑥ 
消費者被害の未然防止

の推進 

 

高齢者及び高齢者の周囲の方（見守り協力者）向けに

消費者講座を開催し、悪質商法の最新手口や対処法に

ついての周知や注意喚起を行います。 

また、地域包括支援センター、介護サービス事業所、

市介護福祉課及び消費生活相談室等の関係機関が協力

体制を構築し、高齢者の消費者被害防止を図ります。 

 

【感染症対応策】 

消費者講座の実施にあたり、参加者に検温をお願い

し、体調把握に努め、会場では手の消毒、定期的な換

気を実施します。講座が実施できない場合には、高齢

者の集まる場所での講話やチラシの配布を行い、周

知・注意喚起に努めます。 

また、WEB等での事業実施に向けた検討を行います。 

 

介護福祉課 

経済課 

成果指標 
実績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

講座参加者数（人） 537 150 561 

 

イ 高齢者虐待防止対策の推進 

○虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護等を実施できるように、市、関係機関、

民間団体等が連携し対応します。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

⑨高齢者虐待防止対策の推進（介護福祉課） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑨ 
高齢者虐待防止対策

の推進 

 

高齢者虐待事例について「小金井市高齢者虐待対応マニ

ュアル」に基づき適切に対応できるよう、市や地域包括

支援センターで虐待対応に関する理解を深めるととも

に、関係機関等と連携し高齢者に対する支援体制を整備

します。 

また、市民や介護サービス事業者等に対しても、高齢者

虐待についての啓発や虐待対応窓口の周知を図ります。 

 

介護福祉課 
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基本施策（４）人材育成・確保の推進                     

◆～今後３年間の施策の方向性～ 

地域共生社会の実現に向けて、地域住民やボランティアなど住民を主体とした地域

を支える担い手による支援の充実を進めるほか、介護職の育成・確保も目指します。 

 

◆計画期間の主な取り組み 

ア ボランティア活動等の支援 

○ボランティア等の育成や研修等を、社会福祉協議会と連携して推進します。 

○高齢者を対象に、ボランティア活動を通じて健康増進、介護予防及び社会参加活動

を推進するために、介護支援ボランティアポイント事業を推進します。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

１-①さくら体操の推進（介護福祉課）※本計画再掲 

⑩ボランティアセンターでの活動支援の継続（地域福祉課）※他計画再掲 

⑪介護支援ボランティアポイント事業の推進（介護福祉課） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑪ 
介護支援ボランティア

ポイント事業の推進 

 

６５歳以上の元気な高齢者を対象にボランティア活動

を通じて、自身の健康増進、介護予防及び社会参加活

動を推進するための介護支援ボランティアポイント事

業について、より多くの方に参加いただくとともに、

参加事業所も増やし、事業の拡充を図ります。 

 

【感染症対策】 

事業所が受け入れを見合わせていることもあり、活動

できていない状況が続いているため、非接触の作業

（清掃、倉庫の整理等）等この状況下でも可能な活動

について検討します。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

有効登録者数（人） 285 285 330 

参加事業所数（か所） 34 34 40 
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イ 介護人材の確保・定着の推進 

○介護分野への就労増加を図るために、介護職等への理解を深める場の提供や資格取

得に向けた支援に努めます。 

○介護分野での就労継続を図るために、事業者、就労者への支援に努めます。 

 

（ア）個別事業・取り組み 

１-⑦介護予防・日常生活支援総合事業の推進（介護福祉課）※本計画再掲 

⑫介護職員宿舎借上支援事業の推進（介護福祉課） 

⑬介護分野への就労支援の推進（介護福祉課） 

⑭介護サービス事業者振興事業等の推進（介護福祉課） 

 

（イ）重点取り組み事業 

No 事業名 事業概要 所管課 

１-⑦ 

介護予防・日常生活支

援総合事業の推進 

※本計画再掲 

 

訪問型・通所型いずれも現行相当と市基準によるサー

ビスを提供しています。 

このうち、市基準によるサービス提供の担い手とし

て、訪問型については市生活支援ヘルパーを、通所型

については市認定サブスタッフをそれぞれ人員基準と

して整備し、養成します。 

また、短期集中で実施するサービス（サービスＣ）の

創設と同サービスにおける担い手の活用を検討し、総

合事業を推進します。 

 

【感染症対策】 

新たな担い手の養成が難しい状況にあるため、当面は

既に担い手である方々の活動の支援や意欲の維持に努

めます。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

新たな担い手の稼働率（実働者数

/養成者数×100）（％） 
30 15 45 
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No 事業名 事業概要 所管課 

⑫ 
介護職員宿舎借上支援

事業の推進 

 

働きやすい職場環境の実現と人材の確保及び定着のた

め、市内に所在する介護サービスを提供する地域密着

型サービス事業所等における、介護職員の宿舎の借り

上げを支援します。 

 介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

対象戸数 ３ ５ ８ 

 

No 事業名 事業概要 所管課 

⑬ 
介護分野への就労支援

の推進 

 

介護職員の高齢化及び介護人材の不足という課題に対

応するため、ハローワークとの共催による就職面接会

の実施、介護職員初任者研修修了者に対して受講料の

助成をします。 

また、市が実施主体となり、公共施設等において介護

職員初任者研修を実施し、介護人材の確保に取り組み

ます。 

さらに、介護の担い手になってもらえる、人材確保の

取り組みとして、介護事業所等への職場体験を検討し

ます。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

介護職員初任者研修受講料助成件数 １ 1 ３ 

介護職員初任者研修受講者数（人） 12 18 20 
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No 事業名 事業概要 所管課 

⑭ 
介護サービス事業者振

興事業等の推進 

 

介護事業所が運営基準を遵守しているか確認するた

め、指導検査を行い、必要に応じて運営に関する助言

等を行います。 

また、受給者が真に必要とするサービスの確保を図る

ためケアマネジャーが作成するケアプランの点検を行

い、必要な支援を行います。 

さらに事業者連絡会及び市内介護支援専門員へ研修費

を補助し、質の高いサービス提供への支援を行いま

す。 

 

【感染症対策】 

現地訪問を伴う指導検査は行わず、書類の検査のみを

行い、運営基準が遵守されているか確認を行います。 

 

介護福祉課 

成果指標 
実 績 見 込 

目標値 
令和元年度 令和２年度 

ケアプラン点検実施件数 ８ 12 15 
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１ 計画の基本的な考え方 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

これまでの介護保険制度については、平成１２年４月からスタートし、増大するニーズ

に対応してきました。第５期事業計画から、地域包括ケアシステムの構築が求められるよ

うになり、第７期事業計画では、構築から介護保険制度の持続可能性を意識しつつ、地域

包括ケアシステムは深化・推進に局面が変わっています。第８期事業計画の国の基本指針

に関しても、地域包括ケアシステムの深化・推進が目標とされ、これまでの団塊の世代全

てが７５歳以上となる令和７年（２０２５年）を見据えたところから、いわゆる団塊ジュ

ニア世代が６５歳以上となる令和２２年（２０４０年）を見据えた、サービス基盤の整備

が求められています。 

 

（２）地域共生社会の実現 

地域共生社会とは、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」、「受け手」という関係

を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が

世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地

域を共につくっていく社会を目指すものです。 

特に、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制

の構築が急務となっており、第７期事業計画から障害福祉サービスと介護保険サービスを

併せて実施する共生型サービスが、地域共生社会を支えるサービスの一つとして進められ

ています。 

 

（３）日常生活圏域の設定 

第7期事業計画と同様に、北東地区、南西地区、南東地区、北西地区の４つの圏域を日

常生活圏域に設定します。（第２章参照）また、引き続き小地域ケア会議や協議体（第２

層）におけるエリアとして位置付け、介護が必要になっても地域で住み続けられるように

情報提供や相談体制、見守り支援の充実に努めていきます。 
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２ 介護保険事業の現状分析 
 

第８期事業計画策定に向けて、市では、第７期事業計画期間中の介護保険事業の分析を

行いました。また、サービス見込量を検討するにあたり、介護給付費は、大きく分けて、

要介護認定率、受給率（利用率）、給付月額から構成されていることから、それぞれの推

移と他保険者との比較を分析することで、現状を把握しています。 

 

（１） 給付分析 

ア 要介護認定率 

要介護認定率1は、年々上昇傾向にあります。（図表３３） 

年齢構成の影響を除外した調整済み要介護認定率2は、平成２６年度までは上昇傾

向でしたが、以降は横ばいから低下傾向にあります。（図表３４） 

調整済み要介護認定率を考慮すると、平成２７年度以降の認定率の上昇は、後期

高齢者の増加に伴う年齢構成の変化が影響していると考えられます。 

調整済み要介護認定率を全国平均、東京都平均、都内の他市と比較すると軽度認

定率が高く、重度認定率は低くなっています。（図表３５） 

 

図表 ３３  要介護認定率の推移 

 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元年度のみ月報）各年度３月末 

 

 
1 第 1 号被保険者の要介護・要支援認定者数を第 1 号被保険者数で除したもの 
2 認定率の大小に大きな影響を及ぼす、第１号被保険者の年齢構成の影響を除外した認定率 
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図表 ３４  調整済み要介護認定率の推移 

 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元年度のみ月報）各年度３月末 

及び総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

 

 

図表 ３５  調整済み要介護認定率 

 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和元年度３月末時点） 

及び総務省「住民基本台帳人口・世帯数」（令和元年） 
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イ サービス系列別受給率 

受給率3について、施設サービス及び居住系サービスの受給率は、年々上昇してい

ます。特に、居住系サービスについては、全国平均、東京都平均よりも高い状況が

続いており、サービスが充実していると考えられます。（図表３６、図表３７） 

 

図表 ３６  施設サービス受給率の推移 

 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 各年度３月末 

（令和元年度は月報、２月提供分まで） 
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図表 ３７  居住系サービス受給率の推移 

 
出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 各年度３月末 

（令和元年度は月報、２月提供分まで） 

 

また、在宅サービスについては、訪問・通所サービスが総合事業に移管したこと

に伴い低下した以外は、横ばいから微増で推移しています。（図表３８） 

受給率を都内の他市と比較すると、施設・居住系サービスの受給率が高くなって

います。（図表３９） 

 

図表 ３８  在宅サービス受給率の推移 

 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 各年度３月末 

（令和元年度は月報、２月提供分まで） 
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図表 ３９  サービス系列別受給率 

 

 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和元年度、２月提供分まで） 
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ウ サービス系列別給付月額 

在宅サービスの割合は平成２８年ごろまで増加し、近年は低下傾向にあります。

居住系サービスの割合は平成２９年ごろまで増加し、近年は横ばいです。一方で、

施設サービスの割合は平成２９年ごろまで一貫して減少傾向でしたが、近年は上昇

傾向にあります。（図表４０） 

調整済みの給付月額をサービス系列別に東京都平均、全国平均や都内の他市と比

較すると、在宅サービス及び施設・居住系サービスどちらも低い傾向にあります。

（図表４１） 

 

図表 ４０  サービス系列別第1号被保険者１人あたり給付月額の推移 

 

 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 各年度３月末 

（令和元年度は月報、２月提供分まで） 
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図表 ４１  サービス系列別調整済み第１号被保険者１人当たり給付月額 

 

 

出典：「介護保険総合データベース」（平成３０年度） 

及び総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 
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（２）自立支援・介護予防・重度化防止に関する取り組み及び目標設定に対す

る評価 

 

ア 介護予防体操「さくら体操」の参加促進 

【取り組み状況】 

介護予防ボランティア講座の開催や会場へのリハビリテーション専門職の巡回及び

事業の普及啓発イベントの実施、地域包括支援センターと連携した新規自主グループ

支援を実施していますが、さくら体操の会場数は４７か所から４６か所に２%減少

し、参加者数も950人から870人に８%減少し、目標は未達成の状況です。一方

で、介護予防リーダーの養成は１７人となっており、目標を達成しています。 

 

【課題】 

令和２年２月頃から新型コロナウイルス感染症の影響により、参加者数と会場数の

減少が生じており、実施方法を含めた対策の検討が必要です。 

 

【対応策】 

従前と同じ活動内容では、参加者数も会場数も減っていくことが予測されるため、

オンラインの活用等新たな実施方法を検討していきます。 

 

イ 地域の居場所づくりの実施 

【取り組み状況】 

生活支援事業協議体（第1層協議体）を3回、小地域ケア会議（第２層協議体）を

各圏域１回開催、さらに生活支援連絡会を１０回開催しており、課題の抽出等は進ん

でいますが、具体的に地域の居場所・通いの場の増設はできていません。 

 

【課題】 

各圏域であげられた課題の分析を行い、ニーズに合った居場所の設置に向けた具体

的なアプローチを図ったエリアもあるものの、設置の実現には至っていない状況で

す。 

 

【対応策】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、活動場所の減少が見られているため、設

置可能な場所の情報提供等を実施していきます。 
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ウ 総合事業の推進 

【取り組み状況】 

市生活支援ヘルパー養成講座は１２人、市認定サブスタッフ養成講座は１６人が受

講しています。総合事業の市基準サービスの利用割合は、訪問型で79.4％、通所型

で73.7％と目標を達成できています。 

 

【課題】 

更なる総合事業の推進のため、市生活支援ヘルパーをはじめ、担い手の創出を継続

していく必要があります。 

 

【対応策】 

市生活支援ヘルパーの実働に向けた体制整備を進めるとともに、市認定サブスタッ

フの活動場所の拡大について検討を進めていきます。 

 

エ 住民主体の活動の推進 

【取り組み状況】 

生活支援事業協議体（第１層協議体）や小地域ケア会議（第２層協議体）、生活支

援連絡会を開催して、情報共有に努めています。また、「シニアのための地域とつな

がる応援ブック」を更新して発行をしていますが、現状では住民主体の取り組み試行

にはつながっていない状況です。 

 

【課題】 

地域資源の中で、どの資源がどのような住民主体の取り組みができるのかという整

理ができておらず、情報の整理を早急に行う必要があります。 

 

【対応策】 

住民主体の協議の場は存在しているので、協議から取り組みが生じるよう促してい

きます。 
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（３）介護給付等に要する費用の適正化への取り組み及び目標設定に対する

評価 

 

ア 要介護認定の適正化 

【取り組み状況】 

eラーニング等のツールを活用することにより、各合議体の審査会委員の意識が変

化し、判断も合議体内でまとまりやすくなっています。調査員の中から積極的にeラ

ーニング受講を望む者が増加し、適正化に向けた意識の醸成が進んでいます。 

 

【課題・対応策】 

外部委託の認定調査員の調査受け入れが年々減少しており、今後調査の体制がひっ

迫する恐れがあります。 

介護認定審査会委員の中で、医師の委員が全体でみると少人数であるため増員し、

より医学的な見地からの意見を反映できるように進める必要があります。 

 

イ ケアプラン点検 

【取り組み状況】 

東京都の「保険者と介護支援専門員が共に行うケアマネジメントの質の向上ガイド

ライン」に基づき、市内の居宅介護支援事業所に対して、８件のケアプラン点検を行

っています。点検を行った事業所では、個々の受給者が真に必要とするサービスの確

保が進められています。 

 

【課題・対応策】 

点検を実施できた事業者が、まだ限定的であるため、今後も点検件数の増加に向け

て、効率的な実施方法等の検討を進めていきます。 

 

ウ 住宅改修・福祉用具給付の適正化 

【取り組み状況】 

住宅改修時の現地調査を行い、住宅改修の必要性について確認を実施しています。 

また、福祉用具については、軽度者の福祉用具貸与について、自立支援の機会を阻

害することがないよう、医師の所見やサービス担当者会議の記録を確認しています。 

点検を行うことで、住宅改修については不適切な工事の防止につながり、福祉用具

については、利用者の身体状況に応じた適切な貸与が行われています。 

 

【課題・対応策】 

点検や確認を進めているものの、人員等には限りがあるため、より効率的で効果的

な実施方法を検討していく必要があります。 
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エ 縦覧点検・医療情報との突合 

【取り組み状況】 

医療情報の突合について、国民健康保険団体連合会に介護保険と医療保険の重複請

求の審査を委託し、連携しながら適正な請求処理を促しています。提供されたサービ

スの整合性について確認を行うことで、適切な介護報酬の請求につながっています。 

 

【課題・対応策】 

基本的には、適正な請求処理がされており、点検項目の確認作業等が多く、職員の

作業時間等を考慮すると、費用対効果が高くないのが現状です。確認の実施方法等に

ついて検討を進め、より効率的に実施していく必要があります。 

 

オ 介護給付費通知 

【取り組み状況】 

地域を絞って、毎年1,000件程度通知を発送しており、通知した地域について

は、利用者の制度理解の促進等に一定寄与していると思われます。 

 

【課題・対応策】 

基本的には、適正な請求処理がされており、介護給付費適正化に向けた抑制効果は

低いものの、利用者への制度理解促進には貢献しているものです。しかし、効果を最

大化するためには、ケアマネジャーの協力等が引き続き重要であるため、連携した情

報発信に努めます。 

 

カ 給付実績の活用 

【取り組み状況】  

東京都や国民健康保険団体連合会主催の研修会に参加することで、確認帳票の拡大

を図り、確認帳票（他保険者利用の地域密着型サービス一覧表）に基づき、他市地域

密着型サービスの指定申請を行っているか確認し、事業者指定に基づいたサービスが

適切に行われていることを確認しています。 

 

【課題・対応策】 

引き続き、研修会や他自治体の取り組み状況を参考にして、対応する確認帳票を増

やし、事業者指導・支援につなげます。 
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３ 自立支援・介護予防・重度化防止に関する取り組

み及び目標設定 

（１）重点的取り組み・個別目標 

高齢者が、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるように支援す

ることや、要介護状態等となることの予防、要介護状態等の軽減、悪化防止といった介護

保険制度の理念を踏まえ、様々な取り組みを進めます。 

具体的・重点的な取り組み内容と個別目標は、次のとおりです。 

 

ア さくら体操の推進 

さくら体操の普及啓発を図り、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により減少

した会場や参加者を、オンライン等新たな参加方法も検討しながら従前の数まで増

やします。 

内容の充実を図るため、市内のリハビリテーション専門職が会場を巡回し、助言・

指導を行い、運動効果や満足度の向上を目指します。 

また、会場ごとに先頭に立って活動するボランティア（介護予防リーダー）の養

成講座を実施します。 
 

成果指標 
第7期実績 

第8期目標 
令和元年度実績 令和2年度見込 

さくら体操の会場数（か所） 46 17 46 

さくら体操の延参加者数（人） 12,200 3,700 12,200 

新規介護予防リーダー養成者数（人） 17 0 年間10 

 

イ 地域の居場所に対する支援の充実 

生活支援コーディネーターを中心に、地域包括支援センターや社会福祉協議会な

どの関係機関と連携し、また、認知症カフェについては認知症地域支援推進員と協

力しながら、居場所の立ち上げや活動継続に対して支援します。 

立ち上げに対しては活用可能な場所や類似の居場所に関する情報提供等を、活動

継続に対しては市内の居場所の情報をまとめた冊子と圏域ごとに情報を地図に落と

し込んだマップを交互に作成するとともに、情報を市ホームページにも掲載し、高

齢者や関係者に周知を行うとともに居場所間の交流活動への活用を図ります。 
 

成果指標 
第7期実績 

第8期目標 
令和元年度実績 令和2年度見込 

市内の居場所の情報をまとめた冊子へ

の掲載居場所数（か所） 
143 → 153 
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ウ リハビリテーションのサービス提供体制の構築 

要支援・要介護者がリハビリテーションの必要性に応じてリハビリテーションサー

ビスを利用できるよう、医療保険で実施する急性期・回復期のリハビリテーションか

ら、介護保険で実施する生活期リハビリテーションへ、切れ目のないサービス提供体

制を構築します。 

 

（ア）介護保険制度でのリハビリテーションの現状 

市の訪問リハビリテーションの利用率は、年度で上下はありますが、2.2％程度で

推移しており、全国平均、東京都平均と比較して高く、提供体制は充実していると考

えられます。（図表４２） 

 

 図表 ４２ 訪問リハビリテーション利用率 

 

 
出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和元年度、２月提供分まで） 
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通所リハビリテーションの利用率は、年度で上下はありますが 8.2％程度で推移し

ており、全国平均よりは低いものの、東京都平均と比較して高く、提供体制は充実し

ていると考えられます。（図表４３） 

 

図表 ４３ 通所リハビリテーション利用率 

 

 
出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和元年度、２月提供分まで） 
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（２）評価指標 

以上の取り組みを踏まえ、高齢者が、その有する能力に応じて自立した日常生活を営む

ことができるように支援することや、要介護状態等となることの予防、要介護状態等の軽

減、悪化防止の成果を検証します。 

 

ア 社会参加の促進 

事業計画策定時におけるアンケート調査において、自宅以外の居場所の有無を捉

え、「居場所がある」とされた方の割合が高くなることで、自立支援・介護予防の

成果とします。 

 

成果指標 
第６期（実績） 

（第７期計画策定調査） 

第７期（実績） 

（第８期計画策定調査） 

第８期（目標） 

（第９期計画策定調査） 

「居場所がある」の 

回答者割合 
39.3％ 43.4％ 49.0％ 

 

イ 要介護度の維持・改善 

要支援１・２の方のうち、介護認定の更新の結果、前回の介護度よりも現状維持

又は改善が図られた方の割合の傾向を捉え、その数値を維持することで、介護予防・

重度化防止の成果とします。 

 

成果指標 
第６期（実績） 

（平成29年度） 

第７期（実績） 

（令和2年度） 

第８期（目標） 

（令和５年度） 

要支援１・２の維持・ 

改善割合 
90.53％ 90.01％ 90％以上 

各年１０月１日時点 
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ウ 健康寿命の延伸 

６５歳の方が、何歳まで健康に生活できるかをあらわす「６５歳健康寿命（東京保健

所長会方式）4」において、市の６５歳健康寿命（要支援１以上の認定を受けるまでの平

均自立期間5で算出した場合）は、平成３０年では、男性が８１．８５歳で東京都平均を

０．６４歳上回り、多摩２６市比較では９位でした。女性は８２．７３歳で、東京都平均

値と同等で、多摩２６市比較では１７位となっています。 

今後さらに、介護を受けることなく、健康な生活を送る期間を延ばすことを目標と

し、自立支援・介護予防の成果とします。 

 

成果指標 
第６期（実績） 

（平成27年） 

第７期（実績） 

（平成３０年） 
第８期（目標） 

健康寿命（男性） 
81.35歳 

（１５位） 

81.85歳 

（９位） 
延伸 

健康寿命（女性） 
82.48歳 

（１６位） 

82.73歳 

（１７位） 

 

（３）成果の検証 

上記の評価指標も踏まえながら、介護保険運営協議会において、毎年度、実施状況の把

握・評価について協議を行い、ＰＤＣＡサイクルの確立を図り、次期事業計画に反映して

いきます。 

また、これらの取り組みと目標についての自己評価結果等を東京都に報告するととも

に、自己評価結果の公表に努めます。 

高齢者の心身の状況等の変化については、次期事業計画策定に関する各種調査や地域包

括ケア「見える化」システムでのデータ分析等により検証を行います。 

  

 

 
4 ６５歳の方が何らかの障がいのために日常生活動作が制限されるまでの平均年齢をいい、６５歳

平均自立期間に６５をたして年齢としてあらわすもの（出典：東京都健康増進計画「東京都健康推進

プラン２１（第二次）」 
5 要介護認定を受けるまでの期間の平均で健康と考える期間（資料：東京都福祉保健局） 
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４ サービス見込量の推計 
サービス見込量の推計にあたっては、国の地域包括ケア「見える化」システムに基づ

き、これまでの検討結果を踏まえ、過去の実績や制度改正の影響を考慮し介護給付・予防

給付のサービス量及び地域支援事業のサービス量の推計を行いました。 

また、推計に当たっては、医療と介護の連携による居宅サービスの追加的需要の反映、

並びに介護離職ゼロのための追加的な見込みも勘案して推計を行いました。 

 

※ 各グラフにおいて、平成３０年度・令和元年度は市決算に基づく実績値、令和２年度は見込値、

令和３年度以降は推計値。 

（１）介護予防サービス見込量 

ア 介護予防サービス 

介護予防訪問入浴介護 

 

介護予防訪問看護 

 

24

3

0

1

2

3

0

20

40

R7年度R3年度

（千円） （回）

R4年度R元年度H30年度 R2年度 R5年度 R12年度 R17年度 R22年度

回数 第7期計画時給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 回数

19,406 21,200 22,644

5,149 5,391
5,695

6,010 6,289 6,425
7,116

7,725

0
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4,000

6,000

8,000

10,000

0
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20,000

30,000
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H30年度
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（回）
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R12年度

4,181

18,145
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R元年度 R2年度

22,860
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24,063

R3年度 R4年度
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R5年度

27,461

R7年度

8,307

32,726

R17年度 R22年度

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 回数回数 第7期計画時

※過去２年の実績を踏まえ、推計値を０としました。 
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介護予防訪問リハビリテーション 

 

介護予防居宅療養管理指導 

 

介護予防通所リハビリテーション 

 

 

6,665 7,296 7,959

2,283
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2,969 3,016
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R5年度
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12,507

R17年度 R22年度

回数 第7期計画時給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 回数

12,421 13,541 14,817

988
1,077

1,178
1,065
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1,204

1,264
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R22年度

給付費（千円）給付費（千円）第7期計画時 人数人数 第7期計画時

49,730 54,682 60,096
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R12年度R5年度R4年度
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52,237

R7年度

56,524
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給付費（千円）給付費（千円）第7期計画時 人数 第7期計画時 人数
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介護予防短期入所生活介護 

 
介護予防短期入所療養介護（老健） 

 

介護予防福祉用具貸与 

 

 

641 642 642
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221 225
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R22年度
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特定介護予防福祉用具購入費 

 

介護予防住宅改修 

 

介護予防特定施設入居者生活介護 
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3,182

R22年度

給付費（千円）第7期計画時 人数給付費（千円） 人数 第7期計画時

13,779 14,962 14,962
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イ 地域密着型介護予防サービス 

介護予防認知症対応型通所介護 

 
介護予防小規模多機能型居宅介護 

ウ 介護予防支援 
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（２）介護サービス見込量 

ア 居宅サービス 

訪問介護 

 
訪問入浴介護 
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70,000

（千円） （回）

4,479

56,222
60,462

R12年度

4,718

57,895

H30年度

5,404

69,603
59,93757,147

4,481

R元年度

55,432

4,353

R2年度

4,4864,378

R3年度 R22年度R4年度

62,31859,937

4,638

R5年度

4,654

R7年度

4,878
5,133

R17年度

65,180

給付費（千円）第7期計画時 回数 第7期計画時給付費（千円） 回数
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訪問看護 

 

訪問リハビリテーション 

 

居宅療養管理指導 

 

 

215,748 235,356 255,251

44,196
49,541 52,513 55,097

58,400 60,903 62,559
69,039

75,653
83,041

0

25,000

50,000

75,000

100,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

H30年度

（千円）

R5年度

239,905

（回）

297,096

214,533

39,648
43,251

R元年度

254,297

46,908

R2年度

267,837

R3年度

283,952

R4年度

304,839

R7年度

335,321

R12年度

368,536

R17年度

404,938

R22年度

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 回数 第7期計画時 回数

48,528 55,944 64,346

15,995

18,439

21,208

13,421
14,270

15,024 15,620
17,337

19,139

21,047

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

25,000

50,000

75,000

42,486

H30年度

50,864

（千円） （回）

35,71234,519

R12年度R5年度

11,504

56,847

R3年度

12,185

R元年度

37,515

12,800

R2年度

39,701

R4年度

44,422 46,445

R7年度 R17年度

62,908

R22年度

給付費（千円）第7期計画時 回数 第7期計画時給付費（千円） 回数

151,531 171,512 191,930

11,645
13,180

14,750

12,720
13,504 14,048 14,441

16,102

17,917
19,229

0

5,000

10,000

15,000

20,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

R3年度

145,955

246,393

11,744
264,656

（千円）

R2年度

（人）

10,772

R7年度

159,460

H30年度 R元年度 R4年度

165,044

12,155

174,965 185,827

R12年度

193,325

R5年度

198,608
221,493

R17年度 R22年度

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数人数 第7期計画時
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通所介護 

 

通所リハビリテーション 

 

短期入所生活介護 

 

 

 

533,862 561,882 586,831

73,146
76,985

80,404

72,090
74,963 77,297 78,739

84,597
90,928

96,901

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

（千円）

R22年度R17年度

（回）

488,430

65,979

494,817

R7年度H30年度

68,955

R元年度

505,939

70,505

R2年度

523,813

R3年度

543,831

R4年度

561,101

R5年度

569,944 612,914

R12年度

660,198 702,214

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 回数 第7期計画時 回数

252,983 277,385 300,011

28,540

31,293
33,846

27,888
28,999 29,902 30,460

32,726
35,175

37,486

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

H30年度

297,215

（千円） （回）

216,538

25,906

223,053
257,630

26,675

235,529

R元年度 R7年度

228,066

27,275

R2年度 R3年度

244,917

R4年度

252,666

R5年度

276,290

R12年度 R17年度

316,920

R22年度

回数 第7期計画時給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 回数

129,418 132,721 132,721

15,492

17,873 18,500

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H30年度

128,390

24,806

（千円）

R22年度

（日）

164,454

14,516
190,182

R3年度

15,887

R元年度

26,354

15,887

158,883
181,275171,158

20,105

R4年度

21,160

R5年度

196,836

21,984

R7年度

236,462
221,810

208,502

23,165

R12年度 R17年度

19,135

R2年度

給付費（千円）第7期計画時 日数給付費（千円） 日数 第7期計画時
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短期入所療養介護（老健） 

 

福祉用具貸与 

 

特定福祉用具購入費 

 

 

62,509 62,537 62,537

6,401 6,404 6,404

4,712 4,736 4,935 5,135
5,517

5,769 5,961
6,455

6,890
7,300

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

R元年度

（千円）

H30年度

51,424

R4年度

56,688

（日）

47,995
53,580

R2年度 R3年度 R22年度

58,857 62,932

R5年度

66,026

R7年度

71,170

R12年度

76,402

R17年度

80,477

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 日数 第7期計画時 日数

237,606 254,449 272,863

16,768
17,956

19,256

16,358
17,010 17,540 17,867

19,198
20,633

21,988

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

H30年度

229,796

（人）（千円）

221,330

298,528

15,696

R3年度

226,324

15,647

R4年度R元年度 R12年度

15,999

253,779

R2年度

236,289 245,926

R5年度

258,443

R22年度R7年度

277,676

R17年度

318,056

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数 第7期計画時 人数

11,214 11,948 12,370

328 328 328 328

378
412 412

0

100

200

300

400

500

0

5,000

10,000

15,000

H30年度

10,546

（千円）

347

8,326

（人）

9,993

318

9,697 9,993

370

318

R元年度

11,521

383

273

R2年度

9,993

R3年度 R4年度 R5年度

9,993

R7年度 R12年度

12,576

R17年度

12,576

R22年度

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数 第7期計画時 人数
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住宅改修費 

 

特定施設入居者生活介護 

 

イ 地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 
 

21,999 23,057 23,057

258
270 270

229 225 231 231 231
240

258
277

296

0

50

100

150

200

250

300

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

R4年度

16,544

20,911

16,228

（人）（千円）

R17年度H30年度

228

R元年度

20,170

R2年度

19,246

R3年度

19,246 19,246

R22年度R5年度 R7年度

21,094

R12年度

23,175
25,024

給付費（千円）第7期計画時 人数 第7期計画時給付費（千円） 人数

1,024,222 1,069,064 1,111,548

5,406
5,643

5,867
5,561

5,784 5,963 6,074
6,527

7,015
7,476

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

0

250,000

500,000

750,000

1,000,000

1,250,000

1,500,000

1,008,945

（千円）

1,334,321

（人）

H30年度 R2年度

5,285

R22年度R12年度

1,135,674

5,439

1,029,390

1,421,695

R7年度

5,320

R元年度

1,052,5281,081,730

R3年度 R5年度

1,109,072

R4年度

1,155,722
1,242,699

R17年度

給付費（千円）第7期計画時 人数 第7期計画時給付費（千円） 人数

23,445 23,456 23,456

67 67 67

84

105 105 105

0

50

100

150

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（千円）

69

R12年度R4年度

（人）

9,755

16,329

123

R17年度H30年度

11,932

124

77

R元年度

10,42111,023

R5年度

124

71

R2年度

10,415

R3年度

13,037
10,421

R7年度

16,329 16,329

R22年度

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数人数 第7期計画時
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夜間対応型訪問介護 

 

認知症対応型通所介護 

 

小規模多機能型居宅介護 

 

 

2,663 2,706 2,836

137 140
146

0

50

100

150

0

1,000

2,000

3,000

4,000

64

R17年度H30年度 R7年度

（人）（千円）

530

R2年度

14
1,670

35

R元年度

1,379

29
2,669

56

R3年度

3,052

R5年度

3,052

R4年度

3,052

64 64

3,052

64

R12年度

3,433

72

R22年度

3,815

80

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数 第7期計画時 人数

137,654 137,716 137,716
0

5,000

10,000

15,000

20,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

（回）

11,897

H30年度

156,425

12,179

R4年度

135,352

16,034

11,245

147,014

11,809

160,106

12,773
12,062

R元年度

11,804

（千円）

144,997

R12年度R5年度

11,809

R2年度 R22年度

146,944

R3年度

13,013

153,636

12,460

R7年度

171,344
184,424

15,041

R17年度

199,150

13,988

給付費（千円）第7期計画時 回数給付費（千円） 回数 第7期計画時

28,347 28,891 30,251

182 185
194 193 193 199

213
229 229

0

50

100

150

200

250

0

10,000

20,000

30,000

40,000

（人）

27,734

（千円）

R22年度

179

R17年度H30年度 R2年度

28,962

180

R元年度

29,163

181

R3年度

31,830

187

31,847

R4年度

31,847

R5年度

33,222

R7年度

34,598

R12年度

37,976 37,976

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数 第7期計画時 人数
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認知症対応型共同生活介護 

 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 

看護小規模多機能型居宅介護 

 

 

 

188,679 201,103 211,497

979 975 963 986 1,010

1,120 1,141
1,226

1,318
1,404

0

500

1,000

1,500

0

100,000

200,000

300,000

400,000

253,814

（千円） （人）

H30年度

241,464

764

R7年度

814

R元年度 R3年度

250,695

856

258,618

R2年度

261,990

R4年度

291,414

R5年度

297,588
320,482

R12年度

342,982

R17年度

365,653

R22年度

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数 第7期計画時 人数

2,850 2,851 2,851
0

5

10

15

0

1,000

2,000

3,000

（千円） （人）

12

R5年度H30年度

737

3

12

R元年度

12

R17年度R2年度 R3年度 R4年度 R7年度 R12年度 R22年度

給付費（千円）第7期計画時 人数給付費（千円） 人数 第7期計画時

9,871 13,669 18,607

162 163

206
219

0

50

100

150

200

250

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

175

R2年度

62

105

44

（人）

H30年度

（千円）

37,309

22,317

33,546

R元年度

33,700

R17年度

84

168

R3年度

39,202 39,202

175

R4年度 R5年度 R7年度

39,202 41,732

175

41,732

191

R12年度

44,262

R22年度

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数 第7期計画時 人数

※過去２年の実績を踏まえ、推計値を０としました。 
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地域密着型通所介護 

 

ウ 施設サービス 

介護老人福祉施設 

 
介護老人保健施設 

 

397,047 414,116 432,590

53,215
50,010

51,905 52,654 53,970 55,319 56,352
60,544

65,075
69,350

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

R12年度

51,370

（千円） （回）

48,842

397,887

H30年度

553,753

50,942

409,249
482,238

R元年度

405,027

R2年度

418,116

R3年度

430,609

R4年度 R22年度

439,536

R5年度

448,491

R7年度

517,848

R17年度

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 回数 第7期計画時 回数

1,348,123 1,369,240 1,396,289

5,471 5,557 5,667 5,585 5,801
6,403 6,586

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

5,397

1,360,622

（千円）

H30年度

1,417,720

（人）

5,037

R5年度

1,294,267

5,180

R元年度 R2年度 R12年度

1,482,316

R3年度

1,536,009

R4年度

1,699,0861,745,395

R7年度

1,882,037

7,606
7,076

2,020,239

R17年度

2,154,129

8,106

R22年度

人数 第7期計画時給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数

661,192 663,077 663,077

2,517 2,508
2,613 2,704

2,809
2,917 3,001

3,224
3,465

3,693

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

2,383

732,438

（人）

798,343 854,449

634,239

（千円）

H30年度

702,940

2,525

R元年度

2,525

R2年度

763,028

R3年度 R4年度 R12年度

823,112

R5年度 R7年度

914,110
980,727

R17年度

1,050,510

R22年度

給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数 第7期計画時 人数
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介護医療院（令和7年度以降は介護療養型医療施設からの転換分を含む） 

 

介護療養型医療施設 

 

エ 居宅介護支援 

 

 

21,785 43,569 85,418

62

125

245

96 100

445
478

514
547

0

100

200

300

400

500

600

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

（人）（千円）

R22年度H30年度

219,997

R3年度

9,928
23

R元年度 R4年度

44,873

10,266

24

R2年度 R17年度

44,897 53,877

120

233,467

R5年度

202,038

R7年度 R12年度

251,425

人数給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数 第7期計画時

157,004 135,290 93,442

382 391

0

100

200

300

400

500

600

0

50,000

100,000

150,000

200,000

（人）（千円）

181,414

R12年度

450

388

H30年度

508

155,993

R7年度R元年度

437

162,539

268

455

R2年度 R22年度

134,879

R3年度

144,244

396

R4年度

139,599

R5年度 R17年度

人数 第7期計画時給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数

338,617 355,482 371,734

24,657
25,885

27,068
25,619 25,864 26,103 26,590

28,568
30,706

32,723

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

（人）

H30年度

331,708

R5年度

（千円）

332,643

R3年度

24,050 24,390

R元年度 R17年度

339,232

24,873

364,546

R2年度

448,787

351,266
391,820

354,617

R4年度 R22年度

357,818

R7年度 R12年度

421,022

人数 第7期計画時給付費（千円）第7期計画時 給付費（千円） 人数
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５ 施設整備に関する推計と高齢者の住まいについて 
 

高齢者の住まいについて、施設サービス等を検討するうえで、有料老人ホームやサービ

ス付き高齢者向け住宅などの状況を把握することが重要です。 

現状として、市内にはサービス付き高齢者向け住宅は２施設、住宅型有料老人ホームは

１施設あります。今後の新設については、東京都と連携し、関係課と調整をしながら、施

設整備の検討をします。 

市では、平成３０年度に特別養護老人ホームを１か所整備したところですが、アンケー

ト調査結果から、市が優先して取り組むべき保健福祉サービスとして、「特別養護老人ホ

ームや老人保健施設など入所できる施設を整備すること」が34.9％と最も高くなってお

り、施設サービスの要望は高くなっています。 

今後の高齢化の進行と高齢者のみの世帯の増加、中重度の要介護者の増加に対応するた

め、在宅生活を支えるサービスの利用の促進を図るとともに、施設サービスを整備してい

きます。施設基盤整備を通じ、高齢者が住み慣れた地域のなかで安心して暮らし続けるこ

とができるまちづくりを進めます。 

また、地域密着型サービスについて、利用状況を鑑み新設への検討を進めていきます。

特に、認知症高齢者グループホームについては、今後認知症高齢者の増加が予想されるこ

とから、待機者の状況を踏まえ検討を進めます。その一方で、利用率が伸びていない地域

密着型サービスについては、利用促進に向けた周知を図り、在宅生活を支えるサービスの

充実に努めます。 

なお、高齢者や障がい者（児）が同じ事業所でサービスを利用できる「共生型サービ

ス」については、全国での事例や事業者、利用者の状況を踏まえ検討します。 
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図表 ４４ 本計画期間中の施設整備計画 

サービス種別 
第7期 
現状値 

第8期計画値 

令和 
3年度 

令和 
4年度 

令和 
5年度 

広
域
型
施
設 

介護老人福祉施設 
（特別養護老人ホーム） 

施設数 3 - - 1 
定員 351 - - 108 

介護老人保健施設 
施設数 2 - - - 
定員 197 - - - 

特定施設入居者生活介護 
（介護付き有料老人ホーム・
サービス付き高齢者向け住
宅） 

施設数 10 - - - 

定員 363 - - - 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

定期巡回・随時対応型訪問 
介護看護 

施設数 0 - - - 

夜間対応型訪問介護 施設数 2 - - - 

認知症対応型通所介護 
施設数 4 - - - 
定員 60 - - - 

 

南東圏域（定員） - - - - 
北東圏域（定員） 36 - - - 
北西圏域（定員） - - - - 
南西圏域（定員） 24 - - - 

小規模多機能型居宅介護 
施設数 2 - - - 
定員 47 - - - 

 

南東圏域（定員） 29 - - - 
北東圏域（定員） - - - - 
北西圏域（定員） 18 - - - 
南西圏域（定員） - - - - 

認知症対応型共同生活介護 
施設数 6 - - 1 
定員 84 - - 18 

 

南東圏域（定員） 36 - - - 
北東圏域（定員） 9 - - - 
北西圏域（定員） 33 - - 18 
南西圏域（定員） 6 - - - 

地域密着型老人福祉施設 
入所者生活介護 

施設数 0 - - - 

定員 0 - - - 
地域密着型特定施設入居者生
活介護 

施設数 0 - - - 
定員 0 - - - 

看護小規模多機能型居宅介護 
施設数 1 - - - 
定員 29 - - - 

 

南東圏域（定員） - - - - 
北東圏域（定員） - - - - 
北西圏域（定員） 29 - - - 
南西圏域（定員） - - - - 

住宅型有料老人ホーム 
施設数 1 - - - 
定員 25 - - - 

サービス付き高齢者向け住宅 
施設数 1 - - - 
定員 23 - - - 
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６ 地域支援事業の推計 
 

地域支援事業については、要支援者や総合事業対象者に介護予防や生活支援サービスな

どを提供する「介護予防・日常生活支援総合事業」、認知症への支援や地域包括支援セン

ターの運営などを実施する「包括的支援事業」、上記に含まれない様々な支援や事業を行

う「任意事業」の３つに大別され、被保険者の介護予防や生活支援を実施しています。 

これまで、介護予防・日常生活支援総合事業に関しては、訪問型サービスや通所型サー

ビスを中心に行ってきましたが、より介護予防の効果を発揮するため、第８期事業計画期

間中に短期集中型のサービスの開始に向けた検討を進めます。 

 

（単位：千円） 

区分 

第7期実績（見込） 第8期推計 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2年度 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

介護予防・日常生活 

支援総合事業 
273,781 275,480 265,250 285,158 289,439 293,905 

包括的支援事業 123,134 122,318 125,734 145,804 147,524 145,582 

任意事業 2,943 3,471 4,064 4,176 4,176 4,176 

地域支援事業 合計 399,858 401,269 395,048 435,138 441,139 443,663 

 

区分 

令和 

7年度 

推計 

令和 

12年度 

推計 

令和 

17年度 

推計 

令和 

22年度 

推計 

介護予防・日常生活 

支援総合事業 
299,068 319,728 342,242 363,368 

包括的支援事業 145,439 148,792 148,241 151,784 

任意事業 4,176 4,176 4,176 4,176 

地域支援事業 合計 448,682 472,696 494,659 519,327 
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（１）介護予防・日常生活支援総合事業（訪問型・通所型サービス） 

訪問型サービス及び通所型サービスについて、過去のサービス実績を勘案して、見込量

を推計しています。第７期事業計画より、将来的には８割の方が市の独自基準である訪問

型サービスA及び通所型サービスAの利用者となることを目指しており、第８期事業計画

についても引き続き、将来的には市の独自基準が８割となるように見込んでいます。 

 

 

訪問型サービス 

 

 

 

通所型サービス 

 

5,049 4,884 4,974
5,196 5,364 5,520 5,628

6,048
6,504

6,936

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

25,000

0

50,000

75,000

100,000

125,000

R7年度

（人）

79,322
90,679

（千円）

R12年度H30年度

77,997

R元年度

83,000

R2年度

85,064

R3年度

87,826

R4年度 R5年度

92,370
99,242

106,670

R17年度

113,677

R22年度

事業費（千円） 人数

5,932 6,084

5,437
5,916 5,964 6,012 6,132

6,588
7,092

7,548

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

150,000

0

200,000

50,000

100,000

134,000

R元年度

（千円）

144,185 147,069147,293

（人）

148,475

H30年度 R5年度R2年度 R3年度 R4年度 R22年度

149,849 152,645

R7年度

164,001

R12年度

176,275

R17年度

187,854

事業費（千円） 人数
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７ 第１号被保険者の介護保険料 

（１）介護保険料設定の考え方 

介護保険料の設定に当たっては、第８期事業計画期間中のサービス見込量と第１号被保

険者数に応じたものになります。 

 

（２）財源構成 

第８期事業計画期間の第１号被保険者負担割合は、第７期事業計画期間と同様の２３%

で設定されます。（図表４５） 

 

図表 ４５ 第８期事業計画の財源構成 

 

 

※第1号被保険者は６５歳以上の方 

※第２号被保険者は４０歳以上６５歳未満の方 

 

（３）介護報酬の改定 

令和３年度からの介護報酬改定を考慮の上、保険料を設定します。 

　　  【施設等分】

保
険
給
付
費

　　　　【その他分】

東京都

17.5％

国

20.0％

（調整交付金5％含む）

市

12.5％

第2号被保険者

27.0％

第1号被保険者

23.0％

東京都

12.5％

国

25.0％

（調整交付金5％含む）

市

12.5％

第2号被保険者

27.0％

第1号被保険者

23.0％

　　　　【左記以外】

地
域
支
援
事
業
費

　　 【介護予防・日常生活支援総合事業】

東京都

12.5％

国

25.0％

（調整交付金5％含む）

市

12.5％

第2号被保険者

27.0％

第1号被保険者

23.0％

東京都

19.25％

国

38.5％

市

19.25％

第1号被保険者

23.0％



 

124 

（４）市町村特別給付等 

市町村特別給付はいわゆる上乗せ・横出しにあたる事業ですが、保険料が上昇すること

から、市町村特別給付は見込まないこととします。 

 

（５）介護給付費準備基金の活用 

介護給付費準備基金は、介護保険給付費の財源として計画期間中及び計画期間をまたい

で過不足を調整するための基金です。第７期事業計画終了時の基金残高は、約３億４千万

円と見込んでおり、第８期事業計画期間中に一定精算することが望ましいことから、基金

を取り崩し保険料上昇の抑制を図ります。 

 

（６）保険料算定の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

高齢者人口 

令和 3 年度 26,709 人 令和 4 年度 26,967 人 令和 5 年度 27,219 人 

総事業費 

令和 3 年度 ８３億円 令和 4 年度 ８6 億円 令和 5 年度 ８9 億円 

① 高齢者人口（第１号被保険者数）の推計 

② 要介護・要支援認定者数を推計 

③ 介護保険給付に必要な費用の合計（総事業費）を推計 

  標準給付費見込額＝総給付費＋その他費用 

総事業費＝標準給付費見込額＋地域支援事業費 

④ 3 年間の総事業費の合計の第 1 号被保険者負担分（23％）から、準備基金取崩

額等を引いた費用に対して、保険料収納率を勘案して弾力化した第 1 号被保険

者（3 年間）の合計人数で除算し、介護保険料基準額を算出 

要介護・要支援認定者数 

令和 3 年度 5,422 人 令和 4 年度 5,474 人 令和 5 年度 5,525 人 

・準備基金（約３億3千万円）を取り崩し、介護保険料基準額の上昇抑制を図り

ます。 

第7期保険料基準額 ５,４００円 ⇒ 第8期保険料基準額 ５,６００円 

介護保険料
基準額

3年間の
総事業費

第1号被保険者
負担分（％）

準備基金
取崩額等

保険料
収納率
（％）

弾力化第1号
被保険者延人数

（3年間）
÷１２÷÷－×＝
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（７）保険料の段階設定 

第８期事業計画においても、保険料を多段階に設定し、低所得者への配慮を行います。

（図表４６） 

 

図表 ４６ 第8期所得段階別保険料 

 

所得段階 対象となる方 保険料率 
月額

（円） 

年額 

（円） 

第 1 段階 

世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金を
受給している方及び生活保護受給者 
世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所
得金額と課税年金収入金額の合計額が 80
万円以下の方 

基準額×
0.30 

1,680 20,100 

第 2 段階 
世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所
得金額と課税年金収入金額の合計額が 80
万円を超えて 120 万円以下の方 

基準額×
0.40 

2,240 26,800 

第 3 段階 
世帯全員が市民税非課税で、第１段階また
は第２段階に該当しない方 

基準額×
0.70 

3,920 47,000 

第 4 段階 

世帯の誰かに市民税が課税されているが、
本人は市民税非課税の方のうち、前年の合
計所得金額と課税年金収入金額の合計額が
80 万円以下の方 

基準額×
0.875 

4,900 58,800 

第 5 段階 
(基準額) 

世帯の誰かに市民税が課税されているが、
本人は市民税非課税の方で、第４段階に該
当しない方 

基準額 5,600 67,200 

第 6 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が
120 万円未満の方 

基準額×
1.175 

6,580 78,900 

第 7 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が
120 万円以上 210 万円未満の方 

基準額×
1.275 

7,140 85,600 

第 8 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が
210 万円以上 320 万円未満の方 

基準額×
1.45 

8,120 97,400 

第 9 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が
320 万円以上 350 万円未満の方 

基準額×
1.50 

8,400 100,800 

第 10 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が
350 万円以上 500 万円未満の方 

基準額×
1.60 

8,960 107,500 

第 11 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が
500 万円以上 750 万円未満の方 

基準額×
1.75 

9,800 117,600 

第 12 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が
750 万円以上 1,000 万円未満の方 

基準額×
2.00 

11,200 134,400 

第 13 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が
1,000 万円以上 1,500 万円未満の方 

基準額×
2.15 

12,040 144,400 

第 14 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が
1,500 万円以上 2,000 万円未満の方 

基準額×
2.30 

12,880 154,500 

第 15 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が
2,000 万円以上の方 

基準額×
2.45 

13,720 164,600 
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 （８）今後の展望 

高齢者人口の増加に伴う要介護・要支援認定者の増加により、給付費は今後も増加する

ことが予想されます。第８期事業計画策定時点で保険料基準額は、令和７年度は6,394

円、令和12年度は6,912円、令和17年度は7,425円、令和22年度は7,803円と推計さ

れています。 

そのため、第８期事業計画において計画している施策を推進し、今後の保険料基準額の

上昇を抑えることを目指します。 

 

８ 介護給付適正化に関する取り組み及び目標設定 
これまでも、介護保険制度の持続性確保に向けて、介護給付の適正化に努めてきました

が、第８期事業計画においては、第７期事業計画に引き続き主要５事業に加えて、給付実

績の活用を行います。本事業を通じて、被保険者の適切なサービス利用につなげるととも

に、介護サービス事業所の支援・指導に活用していきます。 

 

（１）要介護認定の適正化 

【趣旨】 

要介護認定の変更認定又は更新認定に係る認定調査の内容について、訪問又は書面

等の審査を通じて点検することにより、適切かつ公平な要介護認定の確保を図りま

す。 

 

【取り組みと目標】 

要介護認定の平準化に向け、調査項目の該当割合等を確認し、適正な認定となるよ

うに努めます。また、認定調査員への研修を実施するほか、ｅラーニング（イーラー

ニングシステム）の周知を図り、受講状況を市で把握することにより、受講できてい

ない調査員等に受講を働きかけます。 

 

（２）ケアプラン点検 

【趣旨】 

ケアマネジャーが作成した居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内

容について、事業者に資料提出を求め、点検を行います。 

 

【取り組みと目標】 

サービス受給者が真に必要とするサービスを利用できるように、点検を行うととも

に、点検項目や実施件数について、さらに効果的に実施できるように、見直しを進め

ます。 
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（３）住宅改修・福祉用具給付の適正化 

【趣旨】 

住宅改修や福祉用具給付について、真に必要な改修・給付となるように点検を行い

ます。 

【取り組みと目標】 

点検項目、点検方法等のマニュアルの見直しを行いながら、効率性を高め、点検実

施件数を増やします。 

 

（４）縦覧点検・医療情報との突合 

【趣旨】 

国民健康保険団体連合会の給付実績をもとに、受給者ごとに複数月にまたがる介護

報酬の支払状況（請求明細書内容）を確認し、提供されたサービスの整合性の確認を

行うとともに、介護保険と医療保険を重複して請求している事業所がないか確認を行

います。 

【取り組みと目標】 

国民健康保険団体連合会に点検を委託し、連携しながら、誤った請求を行っている

事業所に対して指導を行い、誤請求を是正し、適正な介護報酬の請求を促進します。 

 

（５）介護給付費通知 

【趣旨】 

受給者に対して、実際に事業者から支払われている金額を再確認してもらうため、

保険者から受給者本人に対して、事業者からの請求及び費用の給付状況等について通

知します。 

【取り組みと目標】 

受給者にとって分かりやすく、かつ効果的な給付費通知を行い、受給者に対して適

切なサービスの利用を普及啓発するとともに、自ら受けているサービスを改めて確認

することにより、適正な請求を促進します。 

 

（６）その他事業 給付実績の活用 

【趣旨】 

国民健康保険団体連合会で実施する審査支払いの結果から得られる給付実績を確認

して、疑義のある請求について事業者に照会を行います。 国民健康保険団体連合会

提供データの未使用帳票について効率的と思われる帳票から順次確認を行っていきま

す。 
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【取り組みと目標】 

東京都や国民健康保険団体連合会主催の研修会に参加することで 、確認帳票の拡

大を図り、適正なサービス提供と費用の効率化、事業所の指導育成を図ります。 

 

９ 介護保険制度を円滑に運営するための方策 

（１）介護事業者の指導 

市では、介護サービス利用者が適切なサービスを受けられるように、介護サービス事業

者に対して、運営基準の遵守やサービスの安全性の確認等を指導します。 

地域密着型サービスや、居宅介護支援事業所の指定更新時に実地指導を行い、サービス

の質の確保を図ります。 

特に、感染予防や防災に対する準備や、マニュアルの作成等ができているか、新型コロ

ナウイルス感染症への対応を契機に見直しが図られているか等、確認していきます。また

関係部局と連携し、介護事業所等における災害や感染症発生時に必要な物資について、備

蓄等を進めます。 

 

（２）介護保険利用支援の充実 

利用者が円滑に介護サービスを利用できるよう介護保険パンフレットの配布や介護保険

サービス利用Ｑ＆Ａの作成、ホームページの充実等を行い、介護保険制度の理解を深める

ための情報提供を行うとともに、総合的な相談窓口である地域包括支援センターの更なる

周知に努めます。 

 

（３）保険料・利用料の負担軽減に向けた配慮 

ア 保険料での配慮 

（ア）多段階化の推進 

第７期の保険料段階については、国標準は９段階ですが、市では本人・世帯の課

税状況等に応じて１５段階に設定しています。第８期も引き続き、それぞれの被保

険者の負担能力に応じたきめ細かい保険料負担段階を設定します。 

 

（イ）介護保険料の減免制度 

災害により住居等に損害を受けた場合、生計中心者の収入が急激に減少した場合、

生計困難な場合等に介護保険料の減免を行います。 

 

（ウ）介護保険料の軽減制度 

世帯非課税（第１段階から第３段階まで）については、公費による負担軽減の仕

組みを引き続き実施します。 
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イ 利用料での配慮 

（ア）介護保険訪問介護等利用者負担助成 

訪問介護等の利用者（助成対象者に制限あり）に対して、低所得者の負担緩和の

観点から、市がその一部を助成し 自己負担額を軽減します。 

 

（イ）特定入所者介護（介護予防）サービス費（補足給付）の支給 

低所得の要支援・要介護の方が、施設サービスや短期入所サービスを利用した際

に自己負担する食費・居住費の金額が過大とならないよう、利用者負担限度額を設

け、その限度額と基準費用額の上限との差額を特定入所者介護 （介護予防）サービ

ス費（補足給付）として支給します。 

今回の改正で、資産要件等に応じた自己負担の引き上げが予定されています。 

 

（ウ）高額介護（介護予防）サービス費の支給 

要支援・要介護の方の１か月の利用者負担額が規定の限度額を超えた場合には、

超えた分について高額介護（介護予防）サービス費を支給し自己負担額の軽減を図

ります。 

今回の改正で、資産要件等に応じた自己負担の引き上げが予定されています。 

 

（エ）高額医療合算介護（介護予防）サービス費の支給 

医療保険制度に加入している世帯に介護保険サービスの利用者がいる場合で自己

負担額が著しく高額になる場合（医療・介護保険の自己負担額を合算した年間の合

計額が年間の限度額を超えた場合）には、超えた分を高額医療合算介護（介護予防）

サービス費として支給します。 

 

（オ）生計困難者に対する利用料の負担軽減制度 

サービス利用料の軽減を行う旨を申し出ている介護保険サービス提供事業者のサ

ービスを生計困難者が利用する場合、自己負担額を軽減します。なお本制度は、被

保険者からの申請に基づき、市で定めた一定の要件によって生計が困難であると認

められた方が対象となります。 

 

（４）介護人材の確保・育成 

市認定ヘルパー、市デイサービス認定サブスタッフ等の各種養成講座等を通じて、高齢

者を支える担い手を養成し、人材確保・育成を図ります。 

また、介護職員初任者研修を受講し修了した方に受講料等の一部を助成することによ

り、人材の育成を図ります。（市介護職員初任者研修支援事業） 

そのほか、国（ハローワーク）と連携し、介護人材募集の周知に努めるとともに、東京

都と連携し、介護職員等の育成に関する講座等や介護人材確保に関する事業等の周知を図

り、介護人材の確保を図ります。  
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（５）適切な事業所指定 

平成３０年度から、地域密着型通所介護の指定申請があった場合に、指定を拒否できる

こととなりました。また、東京都が指定を行う事業所の指定に関しても、意見を提出する

ことができます。 

市では、各サービスの充足状況を勘案しながら、適切に地域密着型サービスの指定を行

うとともに、東京都が指定を行うサービスについても、必要に応じ意見を提出していきま

す。 

 

（６）保険者機能強化推進交付金等の活用 

平成３０年度より高齢者の自立支援・重度化防止等に関する取り組みを推進するため、

保険者機能強化推進交付金等が創設されました。市の状況を勘案しながら交付金を活用

し、自立支援・重度化防止等に関する取り組みの更なる推進を図ります。 

 

（７）要介護認定の簡素化 

国の制度改正により、申請から認定までの期間短縮、保険者及び認定審査会委員の負担

軽減を目的として、認定審査会の簡素化を実施するための検証を行ってきました。今後の

高齢者人口の増に伴う第１号被保険者からの申請件数の増加に対応し、要介護認定の適正

化の推進を図ります。 

 

（８）文書の削減 

少子高齢化が進展し、介護分野の人的制約が強まる中、専門人材が利用者のケアに集中

し、ケアの質を確保するためには、介護現場の業務効率化が必要で、その一環として文書

に係る負担軽減が求められています。市では、介護事業所の指定申請関係の文書の簡略化

や、介護事業所の実地指導に際し提出する文書の簡略化等を行い、介護事業所の文書作成

に係る負担の削減を行います 。 
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１ 計画の推進体制 
 

介護保険・高齢者保健福祉事業は、保健・医療・福祉にとどまらず、地域づくり、防

災、公共交通など広範囲にわたって関連しており、その理念を具体化して、施策を効果的

かつ効率的、計画的に推進していくためには、関係者、関係機関が緊密に連携して取り組

むことが必要です。 

関係者、関係機関として、特に市民、行政、地域の各種団体、介護事業者、医療機関、

教育機関等が連携することが重要であり、それぞれの立場、役割を明確にして協働する必

要があります。 

 

（１）介護保険運営協議会の開催 

介護保険運営協議会は、公募市民、事業者、関係機関、学識経験者等から構成されてい

ます。運営協議会の活動を通して計画の推進状況を毎年度、検討・確認します。 

また、地域包括支援センターの運営全般、関係団体との調整、内容の評価を行う地域包

括支援センターの運営に関する専門委員会や地域密着型サービスの運営に関する専門委員

会等を開催しています。 

 

（２）医師会等の関係機関との連携 

計画の推進に当たっては、関係機関との緊密な連携をもとに推進していきますが、特に

医師会や歯科医師会、薬剤師会等の関係機関と連携し、協力を得ることがますます重要に

なっており、引き続き情報の共有を図ります。 

 

（３）広域的な連携と国・東京都への働きかけ 

計画の推進に当たっては、法・制度の見直しや新規事業者の指定、介護人材の確保・育

成等について、必要に応じて東京都と連携して対応するとともに、国や東京都に対して要

望していきます。 
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２ 計画の評価方法 
 

市では、地域包括ケア「見える化」システムや、各種調査の結果を活用し、自立支援・

介護予防・重度化防止に関する取り組みと目標の進捗状況を検証します。また、施策の事

後評価等を行い、改善を行うPDCAサイクルを確立します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画（Plan）

事業内容、数値目標、

サービス見込量等

を定める

実行（Do）

計画の内容を踏まえ

事業を実施する

評価（Check）

計画の進行管理組織

に実績を報告し、

評価を行う

改善（Action）

評価結果を踏まえ、

必要があると認める

ときは、計画や事業の

改善・見直し等を実施する
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１ 介護保険運営協議会委員名簿 
（敬称略） 

 氏名 所属等 
計画策定 

委員 

1 平野 武 公募市民（第１号被保険者）  

2 井上 雅夫 公募市民（第１号被保険者） ★ 

3 新井 信基 公募市民（第２号被保険者） ★ 

4 益田 智史 公募市民（第２号被保険者）  

5 小木曽 美弥子 公募市民（介護サービス利用者又はその家族）  

6 横須賀 康子 公募市民（介護サービス利用者又はその家族） ★ 

7 桶本  春雄 公募市民（介護予防利用者）  

8 伊藤 祐彦 公募市民（介護予防利用者） ★ 

9 鈴木 治実 社会福法人 聖ヨハネ会 ★ 

10 森田 和道 小金井市福祉ＮＰＯ法人連絡会  

11 佐野 二朗 一般財団法人 天誠会 ★ 

12 玉川 弘美 特別養護老人ホーム つきみの園  

13 齋藤 寛和 一般社団法人 小金井市医師会 ★ 

14 橋詰 雅志 一般社団法人 東京都小金井歯科医師会  

15 
大西 義雄 一般社団法人 小金井市薬剤師会 ※1 

 
山岡 聡文 一般社団法人 小金井市薬剤師会 ※2 

16 亘理 千鶴子 社会福祉法人 小金井市社会福祉協議会 ★ 

17 
清水 洋 小金井市民生委員児童委員協議会 ※3 

★ 
立石 静子 小金井市民生委員児童委員協議会 ※4 

18 
村上 邦仁子 東京都多摩府中保健所 ※5 

★ 
三輪 真美 東京都多摩府中保健所 ※6 

19 ◎市川 一宏 学識経験者 ★（委員長） 

20 ○酒井 利高 学識経験者 ★ 

◎会長 〇副会長 

★介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画策定に関する専門委員会委員  
 

※１ 令和２年１０月３１日まで ※２ 令和２年１１月１日から 

※３ 令和元年１１月３０日まで ※４ 令和元年１２月1日から 

※５ 令和２年３月３１日まで  ※６ 令和２年４月１日から 
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 ２ 介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画策定に

関する専門委員会 開催経過 
 

 開催日 主な内容 

令和元年度 
第１回 

令和元年１０月１６日 
・第８期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総

合事業計画策定に係る各種調査について 

令和２年度 
第１回 

令和２年７月２日 

・第７期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総
合事業計画の総合的な検証について 

・制度改正等の国の方向性について 
・第８期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総

合計画の体系（素案）について 

第２回 令和２年８月２７日 

・第７期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総
合事業計画の総合的な検証について（追加
分） 

・第８期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総
合事業計画に係る事業の検討について 

第３回 令和２年１０月８日 

・第８期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総
合事業計画に係る事業の検討について 

・第８期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総
合事業計画１章及び２章について 

第４回 
（※１） 

令和２年１１月１２日 

・令和元年度介護保険特別会計決算について 
・令和元年度第７期小金井市介護保険・高齢者

保健福祉総合事業計画の進捗状況について 
・第８期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総

合事業計画（素案）について 

第５回 
（※１、※２） 

令和３年１月８日 

・市民説明会及びパブリックコメントの結果
について 

・第８期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総
合事業計画（最終案）について 

※１ 小金井市介護保険運営協議会（全体会）との合同開催 

※２ 書面協議にて開催 
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３ 用語解説 
 

あ行 
用語 解説 

ＩＣＴ 

Information and Communication Technology の略で一般的に

は情報通信技術のこと。ここでは、病院・診療所・介護等関係者間

をネットワークでつなぐ情報通信技術のことをいう。 

ｅラーニング 

（イーラーニングシス

テム） 

厚生労働省による要介護認定適正化事業の一環として、全国テスト

および教材・問題集をインターネット上で学習することにより、認

定調査員の調査能力向上等を目的として開発されたもの。 

ＮＰＯ 

Non-Profit Organization の略でボランティア団体や住民団体等、

民間の営利を目的としない団体の総称として使われている。「特定非

営利活動法人（ＮＰＯ法人）」という法人格を得ることができる。 

 
か行 

用語 解説 

介護保険 

４０歳以上の方全員が被保険者（保険加入者）となり保険料を負担

し、介護が必要と認定されたとき、費用の一部（10～３０％）を支

払って介護サービスを利用する制度。 

介護予防 

元気な方も、支援や介護が必要な方も、生活機能の低下や重度化を

できる限り防ぎ、自分らしい生活を実現できるようにすること。具

体的には、日頃から自身の体調を把握し、高齢期にあった健康づく

りを行う。 

介護予防・日常生活 

支援総合事業 

（総合事業） 

市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民の方等の多様な

主体が参画し、多様なサービスを充実することで、地域の支え合い

体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援

等を可能とすることをめざすもの。要支援者等に対して必要な支援

を行う介護予防・生活支援サービス事業と、第 1 号被保険者に対

して体操教室等の介護予防を行う一般介護予防事業からなる。 

介護離職 
就業者が家族等の身近な方の介護や看護を行うために、やむを得ず

現在の仕事を退職すること。 

かかりつけ医 

その人が住む地域の病院などで、日常的に体調管理や病気の診断な

どを行う医師のこと。単純に頻繁に訪れる病院や診療所を指して用

いることもある。 

基本チェックリスト 

要介護認定が必要でない高齢者に対し、介護予防･生活支援サービ

ス事業の対象者かを識別し、ふさわしいサービスの区分等を評価す

るための質問表。運動機能や栄養状態、口腔機能、認知機能、うつ

病の可能性等に関する合計２５項目の質問項目について回答し、各

項目の基準点により判定される。 
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用語 解説 

救急通報システム 

日常生活を営む上で常時注意が必要な慢性疾患を有するひとり暮ら

し高齢者等に救急通報機器を設置し、急病の際に救急通報事業者に

通報し、安全の確認と必要に応じて救急車を手配する仕組みまた

は、急病の際に消防署に通報を送り、近隣協力員の協力を得て救援

される仕組み。 

協働 

市と市民の方、市民活動団体等が、それぞれの自主性、自立性のも

と、果たすべき責任や役割を自覚し、共通の目的を達成するため相

互に補完し協力し合うこと。 

ケアプラン 

要介護認定者について、自立した日常生活を送ることができるよう

利用者や家族の方のニーズの把握、課題を分析し、サービス担当者

会議において協議を行い作成される介護支援計画のこと。 

ケアマネジメント 

要介護者等のサービス利用者のニーズを満たすため、保健・医療・

福祉等の多様なサービスを適合させる系統だった連携・調整・統合

の一連の活動のこと。 

ケアマネジャー 

（介護支援専門員） 

要介護認定者からの介護サービスの利用に関する相談や適切な居宅

サービス・施設サービスを利用できるよう、ケアプランの作成やサ

ービス事業者等との連絡調整を行う専門職の人のこと。 

健康寿命 
健康で日常生活に制限なく自立して暮らせる期間。平均寿命から衰

弱・病気などによる介護期間を引いた寿命のこと。 

権利擁護 
自己の権利や援助のニーズを表明することが困難な方に代わって、

代理人の方がその権利を表明し支援すること。 

高齢化率 

全人口に占める６５歳以上の方の割合。高齢化率 7.0％で「高齢化

社会」、14.0％以上で「高齢社会」、21.0％以上で「超高齢社会」と

言われている。 

小金井さくら体操 ６５歳以上の方を対象とした、介護予防を目的とするご当地体操。 

 

さ行 
用語 解説 

サービス付高齢者向け

住宅 

高齢者向けの賃貸住宅または有料老人ホームで、入居した高齢者の

状況把握サービス、生活相談サービス、そのほかの高齢者が日常生

活を営むために必要なサービスを提供する事業。 

社会福祉協議会 

社会福祉法に位置付けられており、一定の地域社会において、住民

の方が主体となり、地域福祉の推進を図ることを目的とした民間団

体。 

小規模多機能型居宅

介護 

居宅の要介護者について、心身の状況、その置かれている環境等に

応じて、本人の選択に基づき、訪問または通いや短期間の宿泊によ

り、入浴、排せつ、食事等の介護、そのほかの日常生活上の支援お
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用語 解説 

よび機能訓練を組み合わせて提供するサービス。 

生活支援コーディネ

ーター 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくこ

とを目的とし、地域において、生活支援・介護予防サービスの提供

体制の構築に向けたコーディネート機能（主に資源開発やネットワ

ーク構築の機能）の役割を担う人のこと。 

 

た行 
用語 解説 

地域共生社会 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超

えて、地域住民の方や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資

源が世代や分野を超えてつながることで、住民の方一人ひとりの暮

らしと生きがい、地域を共に創っていく社会をめざすもの。 

地域支援事業 

被保険者が要介護状態または要支援状態となることを予防するとと

もに、要介護状態等となった場合においても、可能な限り、地域に

おいて自立した日常生活を営むことができるように支援するために

市町村が行う事業。 

地域包括ケアシステム 

高齢者の尊厳の保持と自立生活支援の目的のもとで、可能な限り、

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることが

できるよう、医療、介護、介護予防、住まいおよび生活支援が一体

的に提供される地域の包括的なサービス提供体制のこと。 

地域包括ケア 

「見える化」システム 

都道府県・市町村における介護保険事業計画等の策定・実行を総合

的に支援するための情報システム。介護保険に関連する情報をはじ

め、地域包括ケアシステムの構築に関する様々な情報が本システム

に一元化され、かつグラフ等を用いた見やすい形で提供される。 

地域包括支援センター 

地域において、①介護予防ケアマネジメント事業、②総合相談支援

事業、③包括的・継続的マネジメント事業、④高齢者虐待の防止・

早期発見および権利擁護事業の４つの基本的な機能をもち、主任ケ

アマネジャー・保健師・社会福祉士等が配置され、高齢者への支援

を行う中核機関。 

地域密着型サービス 

住み慣れた地域で生活を支えるためのサービスで、定期巡回・随時

対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、

小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、地域密着

型通所介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居

者生活介護および地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護をい

う。 

デイサービス認定 

サブスタッフ 

通所介護事業所の市独自基準のサービスにおいて、介護職員の補助

として活動する元気な高齢者のこと。活動するに当たり、養成講座

を修了する必要がある。 
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な行 
用語 解説 

日常生活圏域 

地理的条件、人口、交通事情そのほか社会的条件、介護給付等対象

サービスを提供するための施設の整備の状況等を総合的に勘案し設

定した、介護保険サービス利用者にとって最も身近な圏域。小金井

市には４圏域がある。 

認知症 
様々な原因で脳の細胞が損傷を受けたり、働きが悪くなることで脳

の機能が低下し、生活のしづらさが現れる状態をいう。 

認知症ケアパス 

認知症の方の生活機能障害の進行に合わせ、いつどこでどのような

医療・介護サービスを受ければよいのか具体的な機関名やケアの内

容等を示したもの。 

認知症サポーター 
認知症を正しく理解し、認知症の方や家族の方を温かく見守る応援

者として、日常生活の中で支援する人のこと。 

認知症地域支援推進員 

認知症の方が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために、医療

機関や介護サ—ビスおよび地域の支援機関との連携を図り、認知症

の方やその家族の方を支援する相談業務を行う人のこと。 

 

は行 
用語 解説 

バリアフリー 

住宅建築用語としては、段差等の物理的な障壁の除去をいうが、福

祉的にはより広く高齢者や障がい者等の社会参加を困難にしている

社会的・制度的・心理的な全ての障壁の除去という意味でも用いら

れる。 

避難行動要支援者 
災害時等に自力で避難することが困難で、家族等の支援を受けられ

ない高齢者や障がいのある方等。 

包括的支援事業 

市町村が行う地域支援事業の一部で、地域包括支援センターにおい

て、介護予防ケアマネジメント、総合相談業務、権利擁護業務、ケ

アマネジャーへの助言・指導等を行う事業。 

 
ま行 

用語 解説 

民生委員 

地域住民の方から社会福祉に関わる相談を受け、支援を行う人のこ

と。市区町村に設置された民生委員推せん会が推薦した方を都道府

県知事が厚生労働大臣に推薦し、厚生労働大臣が委嘱する。 
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４ その他計画書を読む上での注意点 

アンケート調査の結果の見方 

・回答は、それぞれの質問の回答者数ｎを基数とした百分率（%）で示しています。 

・%は小数点以下第 2 位を四捨五入し、小数点以下第 1 位までを表記しています。従って、回答

の合計が必ずしも 100.0%にならない場合があります。 

・回答者が 2 つ以上回答のできる質問（複数回答）については%の合計は 100%にならないこと

があります。 

・本文及びグラフ中の設問文並びに選択肢の表現は一部省略されています。 

・設問文の文末に表示している（SA）は単回答の設問、（MA）は複数回答の設問、（N）は数値で

答える設問、（SA マトリクス）は単回答を複数まとめた設問、（数値マトリクス）は数値で答え

る設問を複数まとめた設問であることを示しています。 
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